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　当社は平成16年より環境報告書を発行してきましたが、企業

の社会的責任への関心の高まりを踏まえ、平成19年よりCSR

報告書として発行しました。今年で4回目となる報告書は、昨年同

様、ステークホルダー別に情報を開示、また、ステークホルダーダイア

ログを開催し、外部からの客観的な意見を取り入れることでより精査、

改良し、新しい情報を優先的に掲載しました。

　さらに平成22年は京阪電気鉄道開業100年の節目の年でも

あり、これまでの100年に築いた歴史を振り返り、培った信頼をも

とに次の100年へと歩めるよう、開業100周年を特集テーマとし

ました。

　なお、本報告書は鉄道事業法により公表を義務づけられている

「安全報告書」も兼ねており、安全に関する情報も充実させました。

■ 報告対象範囲
京阪電気鉄道株式会社の事業活動を報告対象としています。
※環境負荷データ、環境会計データは当社および株式会社京阪ビジネスマネジメント、
　株式会社京阪ステーションマネジメントを対象としています。
※一部のグループ会社のCSR活動も紹介しています。

■ 報告対象期間
平成21年度（平成21年4月1日〜平成22年3月31日）

※一部に平成21年度以前、21年度以降の取り組みを含んでいます。

■ 参考にしたガイドライン
● 環境報告ガイドライン（2007年度版）

● 環境会計ガイドライン（2005年度版）

● 民鉄事業環境会計ガイドライン（2008年度版）

■ 発行日
平成22年8月

■ 次回発行予定
平成23年8月

■ お問い合わせ先

京阪電気鉄道株式会社
経営統括室 経営政策担当 CSR報告書作成事務局

TEL：06-6944-2529  　FAX：06-6944-2584
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■ お客さま満足のために

お客さまの声に応えて

よりよい鉄道を目指して

バリアフリー化の取り組み

快適・安心を目指して／お客さまとのコミュニケーション
■ 株主・投資家のために

情報開示・コミュニケーション／株主優待制度／
株主総会／インサイダー取引の防止
■ 地域社会のために

明日を担う世代のために

地域社会とのコミュニケーション
■ 従業員のために

働きやすい職場づくり

安全衛生に関する取り組み

環境への取り組み

環境理念／環境方針／環境理念・環境方針の浸透

環境マネジメント／京阪グループの環境マネジメント

環境負荷削減の目標と実績

事業活動に伴う環境負荷（マテリアルバランス）

環境会計

地球温暖化防止の取り組み（鉄道電力の削減）

地球温暖化防止の取り組み（公共交通利用促進）

騒音振動低減への取り組み

その他の取り組み

ひらかたパークでの取り組み

安全への取り組み ［ 安 全 報 告 書 ］

基本方針／安全管理体制

安全重点施策／安全投資

安全管理方法

事故等の発生状況

社員教育・人材育成

技術の継承

安全対策：運行管理

安全対策：車両

安全対策：駅／安全対策：併用軌道

安全対策：踏切

安全対策：その他／自然災害対策

訓練

京阪電鉄からのお願い／
安全への取り組み［安全報告書］へのご意見など

■ 編集方針

■ グループ会社における取り組み

■ 第三者意見
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■ 会社概要（平成22年3月31日現在）

■ 京阪電車沿線案内図

■ 事業内容

社 名

設 立

創 立

本 社 所 在 地

平成 21年度
営 業 収 益

資 本 金

従 業 員 数

京阪電気鉄道株式会社
（Keihan Electric Railway Co.,Ltd.）

昭和24年12月1日

明治39年11月19日

〒540-6591　
大阪市中央区大手前1丁目7番31号（OMMビル）

京阪電気鉄道（株）：734億円
　　　　 鉄道事業：539億円
　　　 不動産事業：172億円
　　 レジャー事業：   22億円

514億円

1,684名
（他社からの出向者を含み、他社への出向者を除く）

■ 鉄道事業
大阪府、京都府、滋賀県における都市間輸送
を担っており、営業キロ程は京阪本線49.3
km、鴨東線2.3km、中之島線3.0km、交野線
6.9km、宇治線7.6km、京津線7.5km、石山
坂本線14.1km、鋼索線0.4kmの合計91.1
kmとなります。平成21年度の輸送人員は
2億8,375万人、一日平均で約78万人の
お客さまにご利用いただいています。

■ レジャー事業
ファミリー型遊園地「ひらかたパーク」に
おいて遊園地事業を行っています。平成
21年度は延べ 約97万人の方にお 越し
いただきました。

■ 不動産販売事業
従来、「ローズタウン」シリーズに代表され
る大規模都市開発を通して、快適な生活
環境の提供を行ってきました。加えて近年
ではマンション事業などのフロー型事業
にも注力し、多様なニーズに応じたバリエー
ション豊かな住空間を提案しています。

■ 不動産賃貸事業
収益力の高い駅周辺資産の有効活用を軸
に、沿線内外のオフィスビルから「KUZUHA
MALL」、「KiKi京橋」などの商業施設や
アミューズメント施設まで、多様な賃貸施設
を展開しています。

営業収益推移

※1億円未満を切り捨てて記載しているため、内訳と合計が一致しない場合があります

■鉄道事業 　■不動産事業 　■レジャー事業
（億円）

第84期
（H17）

第85期
（H18）

第86期
（H19）

第87期
（H20）

1,000

500

0

225

799 826

735 769

545 546 545 548

256 166 197

（年度）
第88期

（H21）

734

539

172

29 23

23 22
22

■ 京阪電気鉄道株式会社 会社概要
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■ 不動産業
不動産販売業、不動産賃貸業

N4タワー

■ 京阪グループネットワーク（平成22年7月1日現在）

 運輸業

 京阪電気鉄道（株）
 叡山電鉄（株）
 京福電気鉄道（株）

（株）京阪エンジニアリングサービス
（株）京阪レジャーサービス
 中之島高速鉄道（株）

（株）京阪ステーションマネジメント
（株）京阪交通社
（株）京阪エージェンシー
 京阪ライフサポート（株）
 京阪バス（株）
 京阪シティバス（株）
 京阪京都交通（株）
 京阪バスサービス（株）
 ケービー・エンタープライズ（株）
 京阪宇治バス（株）
 江若交通（株）

（株）ザ・コジャック
 京都バス（株）
 ケーテー自動車工業（株）
 京阪タクシー（株）
 滋賀京阪タクシー（株）
 敦賀京阪タクシー（株）

（株）トラベル京阪
 宇治京阪タクシー（株）
 大阪京阪タクシー（株）
 汽船タクシー（株）

 不動産業

 京阪電気鉄道（株）
京阪カインド（株）
 京阪電鉄不動産（株）
 京阪産業（株）

（株）かんこう
（株）文化財サービス
 京阪園芸（株）

 レジャー・サービス業

（株）琵琶湖ホテル
 琵琶湖ホテルサービス（株）

（株）ホテル京阪
（株）京阪アーバンシステムズ
（株）京阪リゾートシステムズ
 京都タワー（株）
 琵琶湖汽船（株）
 琵琶湖汽船サービス（株）
 びわこフードサービス（株）
 大阪水上バス（株）
 比叡山鉄道（株）

（株）樟葉パブリック・ゴルフ・コース
 比叡山自動車道（株）

（株）ガーデンミュージアム比叡

 流通業

（株）京阪流通システムズ
（株）京阪百貨店
（株）京阪友の会
（株）京阪ザ・ストア
（株）京阪レストラン
（株）ジューサーバー・コーポレーション  その他

（株）大阪マーチャンダイズ・マート
（株）京阪ビジネスマネジメント
（株）京阪フィナンシャルマネジメント
（株）京阪カード
（株）はちけんや

■ 京阪グループの概要

■ グループ概要（平成22年3月31日現在）

連結対象会社

従 業 員 数
（連結）

営 業 収 益
（連結）

42社（京阪電気鉄道(株)含む）

7,444人

2,547億円

平成21年度
営業収益構成比 （連結） その他の事業

2.7%
運輸業

32.2%

レジャー・サービス業

13.8%

不動産業

14.3%

流通業

37.0%

■ 事業内容（平成22年3月31日現在）

■ その他の事業

特定目的金融業、クレジットカード業
など

■ 運輸業
鉄軌道事業、駅サービス運営業
バス運送業、タクシー運送業

■ レジャー・サービス業

ホテル業、観光船業、自動車道業、
ゴルフ場業など

2,547億円

叡山電鉄
■ 流通業

百貨店業、ストア業、ショッピング
モールの経営など

京阪百貨店 琵琶湖ホテル
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代表取締役社長

トップ
コミットメント

100年のご愛顧に感謝し、
更なる100年に向かって
事業活動を通した社会への貢献に
真摯に取り組んでまいります。
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トップコミットメント
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特 集 次代へ受け継ぐ100年の想い
〜 社会への責任を担った100年の歴史 〜

明治43（1910）年4月15日に開業して以来、京阪電車は激動する社会・経済状勢のなかをお客さまに支えられて歩んできました。
お客さまに本当によろこばれるサービスとは何か、どうすればより安全で安心な鉄道となるか、社会に貢献するにはどうすれ
ばよいか。一人ひとりがそうした想いを持って誠実に仕事に取り組み、鉄道という公共性の高い事業を中心に、地域に密着した
さまざまな事業活動を行う企業グループとして発展してきました。

振動を緩和し、より快適な乗り
心地を実現するため、日本で初
めて台車に空気ばね（エアー
サスペンション）を採用。

開業の秋に香里の地で第1回目
が開催された菊人形は、この年か
ら会場を枚方に移し、以後も大い
に人気を博しました。

4月15日、大勢の見物人と乗客
が集うなか、天満橋駅〜五条駅
を結ぶ京阪電車が開業しまし
た。開業日から3日間は運賃が
半額で、開業を祝う催しが沿
線の各地で開かれました。

京阪電気鉄道株式会社は、「日本資本主義の父」と呼ば
れた渋沢栄一を創立委員長として明治39年（1906年）に
創立されました。「私利を追わず公益を図る」との考えを
生涯にわたって貫き通した渋沢栄一の経営哲学は、「道
徳経済合一説」に集約されます。それは現代におけるCSR
そのもので、当社の創立の精神も「道徳経済合一説」に
立脚しています。

日本で最初に導入したロマンスシート（進行方向に向かって2人ずつ
座る転換式クロスシート）を備えた車両は、「ロマンスカー」という愛
称で呼ばれ、お客さまの大きな反響を呼びました。

運転保安の向上のため、当
時の最新設備である色灯
三位式自動閉そく信号機を
日本で初めて営業運転で
使用しました。

前年に運行を開始した
新鋭の特急用車両にテ
レビを搭載した「テレビ
カー」がデビュー。まだ家
庭にテレビが普及する以
前のことで、一躍人気を
集めました。

戦後の鉄道の復旧が一段
落ついたことと、商品の供
給が安定したことを受けて、
当時の京橋駅北側に日本
で最初にスーパーマーケット
の呼称を使った「京阪スー
パーマーケット」を開業しま
した。
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特集

安全運行をさらに高める
ため、以前より研究を行っ
ていたATS（自動列車停
止装置）を、この年から特
急で使用を開始し、関西
大手私鉄の先陣を切っ
て導入しました。

安全への
取り組み

社会への
取り組み

環境への
取り組み その他

京阪電鉄の不動産事業は1960年から本
格化しました。かねてより計画していた「く
ずはローズタウン」の第1次分譲が、この
年にスタートしました。

遺失物に関する業務の一切
を行う「お忘れ物センター」を、
この年、京橋駅片町口に開設。
お客さまからのお問い合わせ
窓口が一本化するなど、より
スムーズな対応ができるよう
になりました。

鉄道業界初の会社全体での
ISO14001の認証を取得しました。

2010年4月15日、京阪電車は
開業100周年を迎えました。

開業後30年以上経過し、老
朽化が進んでいた「くずはモー
ル街」を全面リニューアルし、

「KUZUHA MALL」として、新た
なスタートを切りました。

バリアフリー化の一環とし
て検討されていた車両内
の車いすスペースは、前年
に大津線の車両に京阪電
車で初めて登場しました。
さらに、この年に京阪線の
特急車両、通勤車両にも
設置されました。

京阪電鉄が手掛けた大規模住宅
分譲開発の第3弾となる「 京阪東
ローズタウン」は、1987年から造成が
進められ、この年に街びらきしました。

樟葉駅前に、地域コミュニティの
形成を目的とした「京阪くずは体
育文化センター」の開業に続き、
広域ショッピングセンター「くずは
モール街」がオープンしました。

ビジネス街の中心で水都大阪の
シンボルでもある中之島を走る、
中之島線が開業しました。中之
島と京都を結ぶ新路線として、
今後の飛躍が期待されています。

中之島線開業にあわせて、省エ
ネルギー車両である新型車両

（3000系）48両を導入しました。

前年11月に発表した経営ビジョン「“選ばれ
る京阪”への挑戦」の実現への施策の一環
として、お客さまからのご意見やご要望を直
接いただき、その声をサービス向上に結び
つける「京阪電車お客さまセンター」を開設
しました。

株式価値の増大と、関東
地区での京阪グループの
知名度向上を図ることを
主な目的として、京阪電鉄
は東京証券取引所市場第
1部に株式を上場しました。
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枚方
エリア

創立100周年を迎えた大阪府立
寝屋川高校の吹奏学部の皆さん
による駅コンサート「ありがとう 寝
屋川市駅！」の開催や、関西大学

（深井ゼミ）・枚方市とのコラボレー
ションで企画したひらかたパーク
での手作り結婚式「ひら婚♪」の
プロデュースなど

駅コンサート
「ありがとう 寝屋川市駅！」

（平成22年3月1日〜平成22年8月31日）

（平成22年4月）

（平成22年4月〜）

このキャンペーンは、京阪電車と京阪バスを乗り継いでご乗車していただいた
お客さまの運賃から一部を京阪グループが積み立て、沿線自治体の緑化活動
を通じて、社会に還元するものです。お出かけに公共交通機関をご利用いただ
くことで環境負荷軽減につながるのに加え、沿線の緑化活動にもなります。
どなたでも気軽に参加できる「カンタンで、ちょっと楽しいエコ活動」です。

明治43年の開業当時、当社は香里に遊園地を設け、桜の名
所づくりを志していました。それにちなみ、当時の遊園地の
敷地の一部でもあり、また昭和9年の開創以来当社とゆかり
の深い成田山大阪別院の敷地に、開業100周年記念として
桜（ソメイヨシノ）100本を植樹しました。桜の生長とともに
新たな花見の名所が誕生し、京阪沿線の魅力を向上します。

これまでご愛顧いただいてきた地域の皆さまとの連携を強化するとと
もに、さらに魅力ある沿線づくりを推進するために、京阪線4つの営業
エリアで、それぞれ地域の自治体や学校、地元団体などとパートナーシッ
プを組み、連携する取り組みを実施しています。

大阪
エリア

京都
エリア

千林商店街の皆さまと一緒に千林地域を盛り上げる「せんばやし
発祥100年祭」をはじめ、大阪市旭区、旭区商店会連盟、常翔学園
などとの連携による取り組み

創立100周年を迎えた京都女子学園、京都市東山区などとの
連携によるイベントの開催など

特 集

もっと多くのお客さまから選ばれる

価値ある京阪グループを目指して
〜 新たな100年への決意 〜

京阪電車の創設から現在までを紹介する「京阪100年
のあゆみ展」や三条駅での開業100周年記念パネル展
を開催しました。また、車両部品や歴代オリジナルグッ
ズなど貴重な資料を電車の中で公開する「京阪ミュー
ジアムトレイン」を平成22年7月10日から9月26日までの
土日を中心とした合計15日間展示するなど、多彩なイ
ベントを実施しています。さらに、寝屋川車両工場の見学
など趣向を凝らしたホテル宿泊プランなど、京阪グループ
各社と連携したイベントも多数開催しました。なお、ひらか
たパークでは、平成22年10月9日から11月28日まで、今
秋限定で「ひらかた大菊人形」を復活します。

キャンペーンポスター

植樹記念式典

京阪百年のあゆみ展

京阪ミュージアムトレイン

伏見
エリア

聖母学院小学校（京都市伏見区）
の児童が鉄道についてまとめた壁
新聞を大型パネルに集約して展
示する「 聖母学院小学校『 私と
みんてつ』新聞展覧会」など

『 私とみんてつ』新聞展覧会
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京 阪グ ループ の CSR

京阪グループのCSR
　京阪グループは、21世紀にも輝き、繁栄を続ける企業グループを目指して、グループ全社員の進むべき方向を示すため、
　平成10年7月1日、「経営理念」を制定しました。
　この「経営理念」を誠実に実践することが、京阪グループのCSR経営であると考えています。

京阪グループのCSRへの考え方

　当社は明治39年の創立以来、地域に密着したさまざまな事業活
動を通じて社会に貢献し、企業としての社会的責任を果たし、社会か
ら信頼される企業を目指して事業を展開してきました。
　平成10年7月に制定した「経営理念」は京阪グループとしての共
通認識を持ち、経営理念に基づいて行動することにより、社会から
その存立が認められ信頼され続けるための根本思想であると考え
ています。

　この「経営理念」を上位概念として、経営理念を日常の行動で実
現するための基本方針として「行動憲章」を、経営の意思決定にお
ける価値前提となるものとして「経営姿勢」を、環境にやさしい企業
を目指すための考え方として「環境理念」を定めています。
　さらに、「行動憲章」、「経営姿勢」、「環境理念」のもとに、それぞ
れを具現化するための「行動指針」、「経営ビジョン」、「環境方針」を
定めています。
　京阪グループの社員一人ひとりが、グループを取り巻く人々の期
待に応えながらCSR活動を推進していきます。

京阪グループの経営理念体系

経営理念

経営姿勢

経営理念

経営姿勢行動憲章 環境理念

経営ビジョン行動指針 環境方針

P.12参照 P.43参照

P.43参照P.12参照

経営理念
京阪グループは、人の暮らしに夢と希望と信頼のネットワークを築いて、
快適な生活環境を創造し、社会に貢献します。

経営姿勢

1. 地域社会、顧客、株主、社員を大切にします。
2. 法令および社会規範を遵守し、企業の社会的責任を果たします。
3. 自然環境にやさしい企業運営を目指し、環境の保全や資源の保護に配慮します。
4. 常に新しいことに取り組み、自己改革を実現します。
5. 顧客第一主義のもと、鉄道事業を基幹としたライフステージネットワークを展開し、快適な生活環境を創造します。
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京 阪グ ループ の CSR

行動憲章

　企業の社会的責任を果たし、経営理念を従業員の日常の行動で実現するための基本方針として、平成18年4月に「行動憲章」を制定
しました。さらに、当社各部署およびグループ各社において、より具体的な行動レベルに落とし込んだ「行動指針」を定めています。

行動憲章

 1.   私たちは、法令・社会規範を遵守するとともに、高い倫理を保ち、責任ある行動をします。 
 2.   私たちは、お客さまの安全を第一に考えつつ、お客さまの信頼・満足が得られる
　　品質の高いサービス（※1）をタイムリーに提供します。 
 3.   私たちは、公正な事業活動（※2）を行います。また、政治・行政との間に健全・正常な関係（※3）を保ちます。 
 4.   私たちは、広く社会とのコミュニケーションを行い、すべてのステークホルダーに必要な情報を
　　適時・適切に開示します。 
 5.   私たちは、すべての人々の人権を尊重します。 
 6.   私たちは、ハラスメントなどのない安全で働きやすい職場づくりに努めます。 
 7.   私たちは、積極的に環境保護に努めます。 
 8.   私たちは、個人情報やその他の重要情報を厳正・適切に取り扱います。 
 9.   私たちは、事業活動を通じて地域社会に貢献します。 
10.　私たちは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、
　　その排除に取り組みます。 
11.　私たちは、事業活動を健全（※4）かつ迅速に進め、企業価値の長期的・安定的な増大を図ります。

※1 サービスや商品について適切な表示や説明を行うことを含みます。  ※2 談合、カルテル、業務上の地位を利用して私利を図る行為、社会通念上不適切な接待・贈答、
発注者の立場を利用した不当要求、知的財産の侵害、インサイダー取引などを行ってはいけません。また、適正な会計処理を行い、特許・商標等の知的財産の保全に努め
ましょう。 ※3 政治活動に関する違法な寄附・献金を行ってはいけません。  ※4 事業活動に関する情報は、ルールに従い正確に記録・保存しなければなりません。

京阪グループは、鉄道という公共性の高い事業を中心に地域に密着したさまざまな事業活動を行う
企業集団として、企業を取り巻く人々の期待に誠実に応えることにより企業としての社会的責任を果たし、
地域社会から信頼される企業を目指すため以下のとおり行動憲章を定めます。
京阪グループのすべての役員および従業員はこの行動憲章の実現が自らの役割であると認識し、
率先してその実現に努めます。

経営ビジョン「“選ばれる京阪”への挑戦」

　当社は、創立100周年を迎えた平成18年11月、京阪グループの
将来像である京阪グループ経営ビジョン「“選ばれる京阪”への挑戦」
を発表しました。
　このビジョンは平成22年の開業100周年から10年後の平成32
年度を見据え、「人々の暮らしを支え、よりよくすることを使命として、
もっと多くのお客さまから選ばれる価値ある京阪グループを創造」
することを基本方針としています。これは、「京阪“で”いい」ではなく

「京阪“が”いい」と言っていただけるような、もっと多くのお客さま

京阪エリアの魅力向上と拡大

京 阪 ブ ラ ン ド の 確 立

お客さまからの信頼の維持・向上

お客さま視点の営業力の強化

積 極 的・主 導 的 な 事 業 提 携

“ 選ばれる京阪”

への挑戦

から選ばれる価値ある会社として成長していく決意を定めたものです。
　平成20（2008 ）年5月には、中期経営計画「 ATTACK 2011」
(2009〜2011年度)を策定し、ビジョン実現に向けて取り組んでいます。
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京 阪グ ループ の CSR

経営理念の浸透

● 経営理念携帯カードの配布
　京阪グループ全従業員に経営理念、
経営姿勢、行動憲章、環境理念を記
載した携帯用のカードを配布してい
ます。

● 研修の実施
　グループ新入社員研修、新任管理
職・係長研修などで京阪グループの
経営理念などの浸透を図っています。

経営理念携帯カード

グループ新入社員研修

京阪電鉄とステークホルダー

　運輸業を中心としたサービスを提供していく中で、当社は、お客さ
ま、地域社会、株主・投資家などさまざまなステークホルダー（利害関

係者）によって支えられています。
　積極的なコミュニケーションを通じて、ステークホルダーのさらな
る信頼を得ることができるよう、継続して取り組みを進めていきます。

P.16 安全への取り組み
P.33 お客さま満足のために

私たちは、お客さまの安全を第一に考えつつ、
お客さまの信頼・満足が得られる
品質の高いサービスをタイムリーに提供します。

P.40 従業員のために

私たちは、ハラスメントなどの
ない安全で働きやすい
職場づくりに努めます。

P.38 地域社会のために

私たちは、事業活動を通じて
地域社会に貢献します。

P.37 株主・投資家のために

私たちは、広く社会とのコミュニケーションを
行い、すべてのステークホルダーに
必要な情報を適時・適切に開示します。

取引先のために

私たちは、広く社会とのコミュニケーションを
行い、すべてのステークホルダーに
必要な情報を適時・適切に開示します。

お客さま

株主・投資家

地域社会 従業員

取引先

京阪電鉄

KEIHAN  Corporate Social Responsibility  Report 2010 13



京 阪グ ループ の CSR

　当社を中核とする京阪グループは、運輸業を基幹としたライフ
ステージネットワークを展開する中で地域社会やお客さま、株主の
皆さまを大切にするとともに、法令・社会規範の遵守や環境保全・

コーポレートガバナンスとCSR推進体制

資源保護への配慮といった企業としての社会的責任を果たし、グ
ループを取り巻く多くのステークホルダーの信頼に応えることを
目指し、効率的かつ適正な企業運営の推進に努めています。

コーポレートガバナンス模式図

選任・解任選任・解任

情報交換監査

会計監査

選任・解任

報告
報告

報告 連携

報告

選任・解任 選任・解任監督監督

答申

諮問

株主総会

監査

監査

指名・報酬
諮問委員会
取締役3名

（うち社外取締役2名）

代表取締役
CEO

経営会議 事業会議 京阪グループ
CSR委員会

代表取締役
COO

監査室 監査役室

監査役会
監査役5名

（うち社外監査役3名）

取 締 役 会
取締役8名（うち社外取締役2名）

事 業 群（運輸、不動産、流通、レジャー・サービス）

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
専
門
委
員
会

会
計
監
査
人環

境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
専
門
委
員
会

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
お
よ
び

リ
ス
ク
管
理
専
門
委
員
会

内
部
統
制
委
員
会

鉄
道
保
安
総
合
委
員
会

内
部
統
制

制
度
の
構
築

安
全
輸
送
の

維
持
等

コーポレートガバナンス

　当社では、グループ成長戦略を強力に推進するため、主としてグ
ループ経営戦略の責任を担うCEOとグループ事業執行の責任を担
うCOOを中心とする経営体制をとっています。このような経営体制
のもと、取締役会を経営機構の中心に据え、グループ会社を含めた
経営戦略および重要な業務執行の決定ならびに監督を行っています。

　また、会社経営の経験者である社外取締役2名を選任するなど、
取締役会の体制充実に努めています。さらに、業務執行の局面では
執行役員制度を導入して経営統括部門およびグループの各事
業を4つに区分した事業群(運輸、不動産、流通、レジャー・サービス)に
執行役員を配置してその迅速化を図っています。
　一方、監査役会を設置し、企業法務、企業会計の専門家および会
社経営の経験者である社外監査役を選任するなど、監査体制の充
実に努めています。

KEIHAN  Corporate Social Responsibility  Report 201014



京 阪グ ループ の CSR

CSR推進体制

● CSR委員会
　京阪グループの社会的責任を果たすため、内部統制およびリスク
管理体制を構築し、その検証、評価、改善を迅速かつ継続的に実施
すること、また、ステークホルダーとの対話を通じて経済的利益の追求
と社会的責任の調和を図ることを目的として、平成17年7月に「京阪
グループCSR委員会」を設置しました。社長が同委員会の委員長と
なり、原則年2回開催しています。
　また、京阪グループCSR委員会の下部組織として、内部統制委員
会および3つの専門委員会を設置しています。
　内部統制委員会では、取締役会で決議した内部統制の基本方針(※1)

に則り、京阪グループの内部統制の整備を3つの専門委員会(※2)や
関係部署と調整しながら推進し、その整備状況を検証して内部統制
の実効性を高めており、平成21年度の活動報告を京阪グループ
CSR委員会ならびに取締役会に報告しています。

※1 当社のコンプライアンス体制、情報管理体制、リスク管理体制
　　などの方針に関して決議しました。

※2 コンプライアンスおよびリスク管理専門委員会
　　事業活動における法令遵守・リスク管理体制を構築し、その
　　実施状況を検証し改善計画を立案しています。

　　環境マネジメント専門委員会
　　環境保全活動を推進するために有用な環境マネジメントシス
　　テムを構築し、その実施状況を検証し、改善計画を立案すると
　　ともに、環境に関するリスクを管理しています。

　　情報セキュリティ専門委員会
　　保有情報資産の安全かつ適切な運用を図るために有用な情
　　報セキュリティ体制を構築し、その実施状況を検証し、改善計画
　　を立案するとともに、情報セキュリティに関するリスクを管理
　　しています。

● コンプライアンス・リスク管理体制
　「京阪グループCSR委員会」のもとに「コンプライアンスおよびリ
スク管理専門委員会」を設置するとともに、コンプライアンス推進組
織として当社各部署およびグループ会社にコンプライアンス推進責
任者と担当者を選任し、同専門委員会とコンプライアンス推進組織
との間でコンプライアンスリスクに関する情報の相互提供を行うこ
とで、法令違反の未然防止および再発防止を図っています。また、同専
門委員会のもとにコンプライアンス検討会を設置し、社外アドバイザー
を交えてコンプライアンスリスクの評価・対応策を協議しています。
　なお、当社監査室が実施している当社およびグループ各社への内
部監査においては、コンプライアンスの観点からも監査を実施して
います。
　教育・研修については、P.40に記載されている人材育成体系図中
にある階層別研修などの機会を通じて経営理念や京阪グループの
社会的責任、コンプライアンスに関する教育を実施して意識の向上
を図るとともに、コンプライアンス・マニュアルを作成し、従業員の
コンプライアンス知識の向上を図っています。

● コンプライアンス・ホットライン
　京阪グループに勤務する役員、社員およびそのほかの従業員を対
象に、当社監査室を事務局とする「コンプライアンス・ホットライン」
を開設し、社員が業務上において気づいた違法あるいは不正と思わ
れる行為に関する情報の収集に努めるとともに、通報を受けた情報
について事実関係の調査を行い、社内各部署および各社に必要な
対策を講じる仕組みを整備しています。なお、調査結果の入手を
希望する通報者に対しては適宜、連絡するものとしています。
　通報者の個人情報は厳重に保護され、コンプライアンス・ホットラ
イン関与者など限定された者以外に開示されることはなく、通報行
為によって不利益な処遇を受けることはありません。

● 危機管理規程
　京阪グループにおける危機管理の指針そのほか必要な事項を定
めた「危機管理規程」を制定し、危機情報の収集・管理・報告・公開、危
機発生時の体制などの整備を図っています。
　これを受けて各部署は「危機管理規程」に関する細則を定め、具体
的な危機に対処する仕組みを整備しています。

● 情報セキュリティ
　京阪グループでは、情報セキュリティの維持・向上を図るため、「情報
セキュリティ専門委員会」を設置し、リスク低減の取り組みを行ってい
ます。
　また、平成２０年１０月には、「京阪グループ情報セキュリティポリ
シー」を制定し、グループ全体のセキュリティレベル向上を図っています。
　個人情報の保護については、個人情報保護規程を定めて社内の
個人情報の安全な運用、管理に努めています。情報の漏洩などがな
いよう、専用サーバを導入するなど、万全の注意、対策を行っています。

当社各部署・グループ会社
推進責任者

京 阪 グ ル ー プ
C S R 委 員 会

コンプライアンス体制

コンプライアンス
および

リスク管理専門委員会

京阪グループ コンプライアンス推進組織

コンプライアンス
検討会

社外アドバイザー2名参加

当社各部署・グループ会社
推進担当者
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S
afety

▲総合事故復旧訓練

安全統括管理者
取締役常務執行役員

脇 博一

▲技術継承訓練

▲鉄道安全大会

安全統括管理者ごあいさつ
　京阪電車は、皆さまに愛されて、おかげさまで100周年を迎えることができました。この間、まっ
たく事故がなかったとは言えず、その都度事故防止の対策を講じて、「無事故京阪」の評価をい
ただくに至っております。
　当社の安全基本方針の一番目には「安全最優先」を掲げております。申すまでもなく、鉄道輸
送でもっとも大事なのは「安全」です。「安全」は、日々 の努力の積み重ねがないと維持できません。
経験則集に「起こる可能性の事故は、いつか実際に起こる」があります。それを起こさないため
にはどうしたらよいか、常に考えて対処しなければなりません。過去の事故を掘り起こし、現状に
当てはめてみたり、事故には至らなかったがヒヤリ・ハットした事例を皆で共有する取り組みをす
ることで、常に事故防止に正面から向き合っています。
　人間は必ずミスを起こすものです。そのミスを事故につなげないために、新型ATSの開発な
ど保安設備の充実を図るとともに、現場の係員にワンポイントで声がけをする地道な取り組みも
広げています。風通しがよく、意見が出し合える職場風土がなくては、事故の未然防止もできません。
私自身も積極的に現場に出向き、一線の係員と意見交換をしています。ご利用のお客さまに、
安心してご乗車いただけるよう、全力で努力してまいります。

安全への取り組み
［ 安全報告書 　　　　　　　　　　］
安心して鉄道をご利用いただくために、当社では安全輸送の完遂を
経営の基底とし、さまざまな取り組みを行っています。
安全統括管理者のもと、安全管理の体制を整備し、
教育・訓練・技術継承など従業員を対象とした取り組みや、
安全を確保するための鉄道施設や車両の整備などを日々行っています。

安全への取り組みの報告内容は、鉄道事業法で公表が
義務付けられている「 安全報告書」を兼ねています。
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安全管理体制図

安全統括管理者

運転管理者

乗務員指導管理者

車両管理者

安全推進部長

鉄道企画部長

経営政策担当部長

経理担当部長

人事担当部長

鉄道保安総合委員会

鉄道安全会議

鉄道営業部の部長（駅担当）

土木管理者・電気管理者・施設管理者(以下「施設管理者等」という。)

安全統括管理者の指揮のもと、運転に関する事項を統括する。

運転管理者の指揮のもと、乗務員の資質の維持に関する事項を管理する。

安全統括管理者の指揮のもと、車両に関する事項を統括する。

安全統括管理者の指揮のもと、事故防止に関する事項および「保安監査規程」に定める保安監査および安全管理体制の確認を担当する。

安全統括管理者の指揮のもと、輸送の安全の確保に必要な設備投資などに関する事項を統括する。

鉄道企画部長が立案した設備投資計画について、全社的な経営状況に鑑み、中長期経営計画を調整する。

鉄道企画部長が立案した予算計画について、全社的な年度予算を調整する。

鉄道企画部長が立案した要員計画について、全社的な要員計画を調整する。

安全輸送の確保を最優先の命題とし、鉄道業の事業戦略・計画および営業戦略・政策を企画、立案するとともに重要な情報の分析をおこなう。

安全管理体制を適切に運営することを目的として、鉄道業における安全に関する事項の報告、審議をおこなう。

安全統括管理者の指揮のもと、駅における運転関係業務に従事する係員の教育訓練の管理を担当するとともに、駅のホーム上または線路に
近接して実施される業務（運転関係業務または施設管理者等が管理する業務を除く）の安全管理を統括する。

安全統括管理者の指揮のもと、鉄道施設に関する事項を統括する。

管理者などの役割

輸送の安全の確保に関する業務を統括する。

　即応が必要な事象に対しては、リアル
タイムで安全統括管理者に速報し、必要
な処置を講じます。重大事故や大災害に
対しては、対策本部や復旧本部を設置し
対応します。

　社長をトップとする安全管理体制を敷
いています。日常の安全管理は、安全統
括管理者が掌理します。各部門には管理
者を置き、乗務員についてはさらに乗務員
指導管理者を置き、乗務員の資質維持管
理にあたっています。

　安全統括管理者は、各管理者などを委
員とする鉄道保安総合委員会を開催し、
鉄道の安全に関する事項を審議します。
審議事項は、社長が出席する鉄道安全会
議で再度審議され、必要に応じた措置が
決められます。

安全基本方針
1. 安全最優先の原則の下、常に輸送の安全確保に努め、安全適切な処置をとります。

2. 輸送の安全に関する法令および関連する規程類を遵守し、厳正、忠実に職務を
　遂行します。

3. 安全管理体制を適正に運用するとともに、継続的な改善を図ります。

　輸送の安全確保に関する基本理念として、
安全管理にかかわる全体的な方向性を明
確に示した安全基本方針を定めています。
　安全基本方針を記したカードの携帯や
職場内での唱和など、常に安全意識の維
持向上を図っています。

安全基本方針

安全管理体制

（平成22年7月現在）

車
両
管
理
者

※
技
術
課
長

施
設
管
理
者

※
技
術
課
長

車
両
管
理
者

※
車
両
部
長

電
気
管
理
者

※
電
気
部
長

土
木
管
理
者

※
工
務
部
長

運
転
管
理
者

※
大
津
鉄
道
部
長

鉄
道
企
画
部
長

駅
担
当
部
長

安
全
推
進
部
長

運
転
管
理
者

※
運
転
担
当
部
長

安全統括管理者

社 　　長

大津鉄道部 車両部 電気部 工務部 安全推進部鉄道営業部 鉄道企画部

鉄道安全会議

人
事
担
当
部
長

経
理
担
当
部
長

経
営
政
策
担
当
部
長

鉄道保安総合委員会

鉄道企画部長と調整

乗務員指導管理者 乗務員指導管理者 
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安 全 へ の 取り組 み

　鉄道保安総合委員会において、安全の具体的目標である「安全重点施策」を各部署で定めています。

※平成22年7月に組織変更があったため、安全重点施策に記載の部署名（体制）と、
　P.17の安全管理体制が一致していません

安全に対する投資額

平成21年度安全重点施策

①安全マネジメント監査において、従来の「適合性」チェックに加え、「有効性」チェックの視点からも監査を行う。
②複数部門の関与する業務において、部門間で成されている取り決めの確認を行い、その運用状況をチェックする。
③各部門の監査を通じて、ヒヤリハット活動の啓発を図るとともに、ヒヤリハット情報を有効活用する。
④経営管理部門を含めた安全マネジメント教育を充実させる。

①安全に関する教育訓練を実施する。
②運転保安に関するヒヤリハット情報を周知するとともに、原因分析を行い、対策などへ活用する。
③教育･指導の機会を中心に、乗務員を含め、全ての職種間でのコミュニケーションを継続的に図る。
④車庫構内において、ＡＴＳ設置などにより、「事故の芽を摘み取る。」

①駅耐震補強工事（京橋駅、枚方市駅、丹波橋駅、守口市駅操車棟他）
②地下駅防火防煙シャッター設置工事（淀屋橋駅、天満橋駅）
③道床改良工事（大阪地下線、西三荘駅、樟葉駅付近）
④タイプレート交換工事（急曲線部）

①運転状況記録装置新設
②列車防護無線の新設
③8000系車両改修工事
④新型ATSの検討

①安全管理規程および運輸安全マネジメントを含めた教育訓練を確実に実施し、習熟状況を把握する。
②課題・継続検討に対して、すみやかに対応する。
③他社事故事例を鑑みて、自部門の安全診断を実施する（10件以上）
④ヒヤリハット報告を充実させる。

①安全教育の徹底により、線路内および接近作業時における触車事故を防止する。
②操車業務における基本的取り扱いを徹底する。
③ヒヤリハット報告を充実し、対策を実現化する。

①運転状況記録装置の設置
②ホームセンサーによる保安度向上

①踏切支障報知装置新設工事
②支持物補強建替工事（コンクリート柱）
③変電所機器更新工事（蒲生変電所、淀変電所）
④連動装置更新工事（寝屋川車庫）
⑤列車接近表示器新設工事
⑥ホーム異常通報装置新設工事
⑦車掌列車監視用ITVカラー化工事

①安全に関する教育訓練を確実に実施するとともに、教育効果を確認する。
②安全に関する情報の伝達を確実に行う。
③ヒヤリハット報告をさらに充実させるとともに現場係員へのフィードバックを行う。

①安全に関する教育を確実に実施するとともに、その報告についても確実に行う。
②安全に関する教育訓練について教育効果を確認する。
③ヒヤリハット報告を充実させるとともに現場係員へのフィードバックを行う。

①運転保安に関する「事故の芽情報」についてヒヤリハットを集約し、事故の未然防止を図る。
②過去の重大事故の教訓を継承する。

①事故の防止対策など安全性の向上を図るため、各部門へのアンケート、ヒヤリング、調査を実施し、
　輸送の安全確保に必要な要因を検討分析し、安全に関する設備投資計画、予算計画を立案する。
　さらに、前年度の投資案件に対し、その効果を検証する。

①淀駅付近下り線高架化に伴う線路･施設の変更以降も、安全、適法かつ適正な列車運行を継続する。

鉄道企画部（企画担当）

鉄道企画部（保安担当）

鉄道事業部（運転担当）

鉄道事業部（工務担当）

鉄道事業部（電気担当）

鉄道事業部（車両担当）

大津鉄道事業部

お客さまサービス事業部

安全管理体制の確立

安全管理体制の確立

安全関連投資の実施
または線路・施設変更への対応

安全管理体制の確立

安全関連投資の実施

安全管理体制の確立

安全関連投資の実施
または線路・施設変更への対応

安全管理体制の確立

安全管理体制の確立

安全関連投資の実施
または線路・施設変更への対応

安全管理体制の確立

線路・施設変更への対応

安全管理体制の確立

①事故の防止対策等安全性の向上を図るため、各部門へのアンケート、ヒヤリング、　
　調査を実施し、輸送の安全確保に必要な要因を検討分析し、安全に関する設備投資計画、
　予算計画を立案する。さらに、前年度の投資案件に対し、その効果を検証する。
②「ゼロベース」思考での業務改善プロジェクトを鉄道事業部、お客さまサービス事業
　部の各担当へ展開する。実地調査やヒヤリング等により、作業内容、必要なスキル、
　課題等の可視化、分析を行い、改善につなげる。

①監査を通して事故対策の検証を行う。
②ヒヤリハットの啓発活動を継続する。
③安全大会を継続して開催するとともに安全意識調査の結果を分析し各部門の
　安全マネジメント教育の充実を図る提案を行う。

①安全に関する教育訓練を実施する。
②運転保安に関するヒヤリハット情報を周知するとともに、原因分析を行い、
　対策等へ活用する。
③教育･指導の機会を中心に、乗務員を含め、すべての職種間でのコミュニケーション
　を継続的に図る。

①効果を見極めつつ設備の改善を進めるとともに、運転取扱いに関するマニュアル
　などを精査のうえ簡素化も含めて対応し、保安度向上を図る。

①運転保安に関する「事故の芽情報」についてヒヤリハットを集約し、事故の未然防止
　を図る。
②過去の重大事故の教訓を継承する。

①安全教育の徹底により、線路内および接近作業時における触車事故を防止する。
②操車業務における基本的取り扱いを徹底する。
③ヒヤリハット報告を充実し、対策を実現化する。

①運転状況記録装置新設
②列車防護無線の新設
③8000系車両改修工事
④新型ATS装置の検討

①運輸係員が主体的に安全意識を高揚できるための取り組みを行う。（運輸課）
②扉事故防止のための取り組みを行う。（運輸課）
③施設点検の基準などを見直すとともに、確実に点検を実施する。（技術課）
④ヒヤリハット報告啓蒙期間を設けて報告件数を増やす。

①運転状況記録装置の設置
②扉誤扱い防止装置の設置

①踏切支障報知装置新設工事 　
②支持物補強建替工事
③変電所建替等工事（蒲生変電所、淀変電所）
④連動装置更新工事（寝屋川車庫）    
⑤ホーム異常通報装置新設工事
⑥信号機ＬＥＤ化工事 　
⑦新型ATSシステム構築工事（詳細設計）

①安全に関する教育訓練の実施および報告を確実に行うとともに、その効果の確認を行う。
②他社および他部門の事故について、自部門に照らし合わせて自己診断を行う。
　（年間10件以上）
③ヒヤリハット報告を充実させるとともに現場係員へのフィードバックを行う。

①安全に関する情報の伝達について、より確実な仕組みを構築し実施するとともに、
　教育訓練の機会などで係員の知悉度合いを確認する。
②ヒヤリハット情報の係員へのフィードバックを、より充実化させ実施する。

①駅耐震補強工事（深草駅、京都列車区耐震診断他）
②地下駅防火防煙シャッター設置工事（三条駅）
③道床改良工事（土居駅下手、藤森駅下手、深草駅2番線）
④分岐器改良（樟葉駅、寝屋川車庫（弾性ポイント化））

平成21年度実績 平成22年度安全重点施策

①各部門ともアンケート等を実施して、安全マネジメント教育などの有効性を確認している
　ことが分かった。今後は、過去の事故対策について効果の検証に目を向けたい。
②監査を通じて認識もれの事項を確認し、是正を要請した。
　監査のフォローアップを通じて確認していく。
③今まで提出がなかった部署からも提出を受け、本活動の重要性が浸透し始め、
　ヒヤリハット会議も機能してきた様子である。今後も啓発活動を継続することとしたい。
④安全大会の開催は経営管理部門への教育として不可欠であり、継続して実施して行きたい。

①運輸安全マネジメントの教育を実施。また異常事態を想定した訓練を実施した。
②改善を実施
③助役および乗務員からアンケートをとるなど積極的に意見を聞くとともに、
　同業他社の乗務員とも交流を図った。
④寝屋川車庫、淀車庫においてATSを新設。

①工事完了。
②設置完了。
③道床不良箇所（大阪地下線、西三荘駅、樟葉駅）で改良を実施。
④劣化の激しかった急曲線部（磯島、上島、跨線橋下手）で交換を実施。

①28編成（54両）に新設。進捗状況150両/201両
②29編成（60両）に新設。進捗状況70両/201両
③8000系車両1編成の改修を実施

①年間計画を策定し教育訓練を実施。また、知悉度確認も行った。
②社内保安監査での指摘事項について改善措置を実施。
③10件の安全診断を実施。
④30件のヒヤリハット報告があった。さらに報告件数を増やしたい。

①教育を定期的に実施したが、飲料自販機業者の台車が列車に接触する事故が発生した。
②教育を実施したが、枚方市駅でインシデントを発生させてしまった。
③ヒヤリハット提出の主旨を周知するとともに、提出しやすい環境づくりに努めた結果、　
　報告件数が増加した。

①8両に設置完了。600形、700形の設置状況：18両/30両。平成22年度は10両に設置予定。
②2両に設置準備工事完了。平成22年度は10両に設置予定。

①枚方公園、御殿山、放生川、墨染、観月橋の5踏切道に新設
②中書島駅～東福寺駅(5本）、宮之阪駅～村野駅（8本）工事完了。
③蒲生変電所、淀変電所の機器更新
④平成23年1月下旬竣工予定。
⑤河内森駅、六地蔵駅に新設
⑥伏見桃山駅、清水五条駅、神宮丸太町駅に新設
⑦淀屋橋駅、丹波橋駅の機器取替。西三荘駅、大和田駅、中書島駅のカメラ移設。

①安全管理規程・他社の事故例・作業ミスおよびヒヤリハット等についての教育訓練を実施。
　また教育効果確認のため面接を実施。
②各種会議体で周知した。
　十分な時間が確保できず、また伝達が一方的になってしまったため見直しが必要。
③各種会議体で周知した。改善事例も2件あった。フィードバックは、やや不十分な面があった。

①計画通り教育を実施。
②アンケートなどにより効果確認を実施。
③各種会議体で周知した。

①対策を実施するとともに、一覧表を作成して情報共有に努めた。
②・ 鉄道事故調査報告書（国土交通省・運輸安全委員会）をもとに勉強会を実施。
　・ 規程類や保安装置が過去の重大事故の教訓から成立っていることを認識させた。
　・ 運輸安全マネジメント勉強会を実施。

①鉄道事業の安全性維持と効率性向上との両立を目指し、「ゼロベース」思考での
　業務改善プロジェクトをスタートさせ、平成21年度は鉄道事業部（車両担当）で実施。
　必要性と優先度を検討し設備投資計画策定。
　電車線一括き電化、車両更新、自動張力調整化について投資効果の検証を行った。

①設備、運転取り扱いのチェックを実施。また助役・乗務員の見学会も実施した。

安全管理体制の確立

安全管理体制の確立

安全関連投資の実施

安全管理体制の確立

安全関連投資の実施

安全管理体制の確立

安全関連投資の
実施または線路・
施設変更への対応

安全管理体制の確立

安全管理体制の確立

安全関連投資の実施
または線路・施設
変更への対応

安全管理体制の確立

運転設備および
取扱い基準の改善

安全管理体制の確立

　安全関連設備投資として、平成21年度は約72億円を投資
し、淀駅付近の立体交差化、ホーム点字ブロック内方線の整備、
新型ＡＴＳ導入に向けた調査、踏切・信号の更新などを実施し
ました。平成22年度は投資額約89億円（1億円未満切り捨て）

で、淀駅付近の立体交差化、耐震補強、列車防護無線装置の
新設（京阪線）などを実施する予定です。

安全重点施策

安全投資

※平成20年度は、中之島線開業のため、
　投資額が大きくなりました

安全関連設備投資
その他の鉄道事業設備投資

平成22年6月までの部署名 平成22年7月以降の部署名

鉄道企画部（企画担当）

鉄道企画部（保安担当）

鉄道事業部（運転担当）

鉄道事業部（工務担当）

鉄道事業部（電気担当）

鉄道事業部（車両担当）

大津鉄道事業部

お客さまサービス事業部

鉄道企画部

安全推進部

鉄道営業部（運転担当）

工務部

電気部

車両部

大津鉄道部

鉄道営業部（駅担当） （1億円未満切り捨て）

H19 2355

47 42H22（予定）

（億円）0　　　20　　　40　　　60　　　80　　 100　　 120

89

H20

（年度）

H21 45 27 72
82 31

H18 41 24 65
78

113
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安 全 へ の 取り組 み

運輸安全マネジメント評価

　運輸安全マネジメント評価は国土交通
省が実施するもので、鉄道事業者自らが
構築した「安全管理体制」を確認し、評価・
助言するものです。
　平成21年度は9月に実施され、評価さ
れた点は下記の2項目です。

安全マネジメント監査

　保安監査と同時に安全マネジメント監
査も実施しています。鉄道の現業6部門
だけでなく、社長、安全統括管理者、人事
担当、経理担当、経営政策担当および鉄
道企画部も監査対象になっています。
　安全管理規程に則り、安全管理体制が
適切に確立され、実施され、維持され、機能
しているかを確認します。

運輸安全マネジメント評価

保安監査

安全管理の歴史

　平成18年に国土交通省による運輸安全
マネジメント制度ができる以前から、運転
保安に関する審議を行う委員会と監査に
特化した独立の専門部署を設置し、安全管
理に努めてきました。
　委員会は昭和42年に設置され、歴代鉄
道担当の筆頭役員が委員長を務め、現在
では鉄道保安総合委員会として原則毎週
開催しています。監査専門部署は昭和50
年より発足し、運転保安および旅客サービ
スに関する内部監査（保安監査）を実施し
てきました。
　昭和42年には京阪線でATSを他社に先
駆けて導入するなど、保安設備面での充実
も図ってきました。

鉄道安全会議

　社長、安全統括管理者、鉄道担当役員、
安全推進部長、鉄道企画部長で構成され
る鉄道安全会議を月1回開催しています。
鉄道業の安全管理体制を適切に運営する
ことを目的として、鉄道業における安全に
関する事項を経営トップに報告し、審議を
行うものです。安全基本方針・安全重点施
策の見直しも毎年実施しています。
　また、グループ会社である京福電気鉄道、
叡山電鉄、比叡山鉄道との事故情報の共
有化を図るため、平成21年7月から鉄道
グループ安全会議を毎月開催しています。

保安監査

　鉄道の現業6部門に対して、毎年約1ヵ
月かけて保安監査を実施しています。現
場調査・書類調査・ヒアリングなどを通じ
て、鉄道の安全が確実に確保されているか、
旅客サービスが適正に行われているかを
チェックします。監査結果は社長、安全統
括管理者、監査役、鉄道保安総合委員会
に報告します。指摘事項があった場合は半
年後にフォローアップを実施し、改善状況
を確認します。

鉄道保安総合委員会

　安全統括管理者を委員長とし、鉄道部門
の部長クラスで構成される鉄道保安総合
委員会を、原則、毎週開催しています。鉄道
業の安全確保、事業計画および営業政策
を企画、立案するとともに、事故、インシデ
ント、ヒヤリハット情報などの分析と事故防
止対策の審議を行っています。

　当評価は原則毎年の実施となっていま
すが、国土交通省より高い評価を受けた
ため、当社においては次回は2年後の実
施となりました。

① 経営トップのコミットメント 
②  内部監査について、手法の見直し
   　および有効性を確認する仕組みの
　 構築

T OPICS

鉄道安全大会

　安全管理体制における社員教育の一環として、
平成22年3月に第2回鉄道安全大会を開催しま
した。出席者は約200名で、来賓に近畿運輸局鉄
道部をお迎えしました。基調講演としてJR東日本
パーソネル・サービスの関口顧問より「人間の命を
奪った事故〜その背後要因を検証する」を受け、
事故を起こさないためには何が必要かを改めて
学びました。
　また、「運輸安全マネジメント制度について」「当
社の過去の重大事故紹介」「各部門安全重点施
策発表」「安全意識調査結果」の報告を行いました。
　最後に参加した役員・社員全員で安全基本方
針を唱和し、安全の誓いを新たにしました。

安全マネジメントのPDCAサイクル

継続的改善

CHECK
保安監査など

ACT
施策の見直し
次年度計画

PLAN
安全基本方針
安全重点施策
の立案

DO
取り組みの
実施

鉄道安全大会

安全管理方法
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鉄軌道運転事故

　鉄軌道運転事故は、下記のように7種類
に分類されます。平成21年度は、踏切障害
事故と道路障害事故・鉄道人身障害事故
が計17件発生し、この3種類以外の事故
は発生していません。

輸送障害

　輸送障害とは、鉄道による輸送に障害を
生じた事態であって、鉄道運転事故以外の
もの(列車の運転休止または30分以上の遅
延が生じたもの)をいいます。
　平成21年度は、4件発生しました。

インシデント

　インシデントとは、事故には至らなかっ
たが、事故につながる可能性のあった事
態をいいます。監督官庁に届け出ること
や社内で周知することにより、事故の未
然防止に役立てています。昨年度は2件
発生しました。

　踏切障害事故は、完全下降している踏
切遮断桿を突破した自動車が、列車と接触
したもののほか、人や自転車が踏切内に
侵入したことによるもの、道路障害は自動
車が急に右折し軌道敷内に侵入したこと
によるもの、鉄道人身障害はホームからの
飛び降りやホーム上での接触などによる
ものです。 輸送障害

①平成21年8月8日20時08分、枚方市駅において、信号
　故障のため列車を代用手信号により駅から出発させ
　る際、進路確認が不明確な まま進行信号を現示させた
　ところ、本来の線路とは別の線路に進入した。

【対策】●関係規程を改正し、信号故障のときは、必ず信号
　　　　制御を運行管理システムによる自動扱いから、
　　　  駅手動扱いに変えて、駅長の責任で進路確認す
　　　  るように明記した。〔平成21年10月〕
　　　 ●同様の故障を想定した実設訓練を実施し、対応
　　　  方を身につけた。〔平成21年11月〕　

② 平成22年1月3日10時45分、男山ケーブル八幡市駅
　において、ケーブルカー出発時に閉扉した際、ホーム案
　内係員が手を挟んだため緊急開扉したが、起動回路が
　構成済みであったことから開扉状態で約７ｍ走行した。

【対策】●教育指導を徹底させた。
          ●制御回路を変更して、起動回路が構成された後は、
　　　　開扉できないようにした。また、アクシデントなど
　　　  により走行中に開扉したときは、直ちにケーブル
　　　  カーを停止させるようにした。〔平成22年6月〕

鉄軌道運転事故

鉄軌道運転事故の分類

踏切障害事故の内訳

鉄道人身障害事故の内訳

平成21年度
鉄道人身障害事故内訳

※平成18年度より、法令改正に
　よって基準が変更され、
　大幅に減少しています。

社内原因
（設備の故障など）

自然災害

社外原因
（第三者などによるもの）

ホーム
からの転落

線路内侵入

ホーム上
での接触

4

1

6

鉄道物損
事故

H17

種　類 内　容

年度 H18 H19 H20 H21

0

0

0

5

1

8

0

0

0

0

7

0

9

0

0

0

0

7

0

11

0

0

0

0

12

1

7

0

0

0

0

5

1

11

0

合 計 14 16 18 20 17

列車衝突
事故

列車が他の列車または車両と衝突し、または接触した事故をいう。

列車が脱線した事故をいう。

列車に火災が生じた事故をいう。

踏切道において、列車または車両が道路を通行する人または車両などと衝突し、
または接触した事故をいう。
踏切道以外の道路において、列車または車両が道路を通行する人
または車両などと衝突し、または接触した事故をいう。
列車または車両の運転により
人の死傷を生じた事故（前各号の事故に伴うものを除く）をいう。
列車または車両の運転により
500万円以上の物損を生じた事故（前各号の事故に伴うものを除く）をいう。

列車衝突事故

列車脱線事故

列車火災事故

踏切障害事故

道路障害事故

鉄道人身障害事故

鉄道物損事故

列車脱線
事故

列車火災
事故

踏切障害
事故

道路障害
事故

鉄道人身
障害事故

（件）

H17 H18 H19 H20 H21

5

0

6

1

4

3

7

5

5

0

合 計 5 7 7 12 5

直前横断

その他

（件）
年度

H17 H18 H19 H20 H21

3

4

1

2

4

3

3

3

5

3

3

1

6

4

1

合 計 8 9 11 7 11

ホームか
らの転落

ホーム上
での接触

線路内
侵入

（件）
年度

社内原因
（設備の故障など）

社外原因
（第三者などによるもの）

合 計

自然災害

（件）

12

11

2

7

3

1

1

1

4

0

1

24

1

10

0

4

2

4

0

4

H17 H18 H19 H20 H21年度

インシデント

0 0 0 0 2インシデント

（件）

H17 H18 H19 H20 H21年度

事故等の発生状況

鉄道人身障害事故
道路障害事故
踏切障害事故

12
14

16
18

20
17

8 9
11

7

5

7

7

11

1

1
1

H17 H18 H19 H20 H21（年度）

5

20

15

10

5

0

（件）

2

24

10

4 4 4
4

12

11

1

2

7

1
3
1

1
1

H21（年度）H17 H18 H19 H20

25

20

15

10

5

0

（件）
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運転士の養成

　動力車操縦者運転免許に関する省令
の規定により、昭和32年8月29日に運輸
大臣（国土交通大臣）の指定を受け、動力車

乗務員の日々の管理

● SAS（睡眠時無呼吸症候群）対策
　睡眠時無呼吸症候群は、睡 眠 中に呼吸
が止まる疾患です。英語表記からSAS（Sleep
Apnea Syndrome）と呼ばれます。無呼吸と
は10秒以上の呼吸停止と定義され、この無
呼吸が1時間に5回以上または7時間の
睡眠中に30回以上あればSASと診断さ
れます。SASは十分な睡眠がとれず、ヒュー
マンエラーにつながる恐れがあります。そ
こで事故防止の対策として、運転士全員に
対してSASの簡易検査（パルスオキシメー
タ）を3年周期で実施し、主治医と産業医の
指導のもと、必要がある場合は適切な治療
を義務づけています。

運転士養成の流れ

研修所（課）への入所

学科講習 技能講習

アルコールチェック 出勤点呼時

操縦者養成所として、運転士の養成を行っ
ています。
　国土交通大臣から養成所の指定を受
けると、養成所がそれに必要な所定の教習
や国家試験を実施することができ、受験

技能試験

適性検査(クレペリン検査など)

8科目の学科講習、シミュレータによる
電車の運転、人間形成教育などを行います。

身体検査

運転士指導員がマンツーマンの
指導を行います。(約3ヵ月半)

運転士任命3年後および6年後に、安全輸送のさらなる
意識の向上を目的とした特別教育を実施しています。

能力選考試験(一般常識・業務知識)・面接

近畿運輸局長から運転士免許
が交付されます。

第1次選考

学科講習

第2次選考

技能講習

特別講習

第3次選考

研修所（課）への入所

運転士免許の交付

社員教育・人材育成

資格は満20才以上の者で動力車操縦者
に関して必要な身体検査や適性検査およ
び筆記試験、技能試験などに合格すれば、
地方運輸局長から運転免許が交付され
ます。

● アルコールチェック
　当社では出勤点呼時や業務開始前のア
ルコールチェックを運転士および車掌をは
じめ、社用車や保守用車などの運転に携わ
る者全員に対して実施しています。また、ア
ルコールに対する乗務員の意識の徹底や
点呼時におけるアルコールチェック体制の
さらなる強化、事故を未然に防ぐためのヒ
ヤリハットや公共交通従事者としての社会
的責務の自覚を促すため、業務外でも自
宅でチェックできるアルコールセンサーを
配布しています。

● 出勤点呼時のワンポイントアドバイス
　運転保安度向上のため、出勤点呼時に
乗務員に対して、ワンポイントアドバイス
を行うことで注意喚起を促しています。従
来の点呼方法を改善し、具体的に注意箇
所を指摘し、言葉を交わしコミュニケーショ
ンを図っています。さらに朝礼時には綱領・
ゼロ災害の唱和を行うことで、安全へのよ
り一層の意識づけを目的としています。
　また、運転指令者が列車無線を使って天
候などそのときの状況にあったアドバイス
を行っています。
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ヒヤリハット新聞

事故の芽情報（ヒヤリハット）の
収集と活用

　「1件の重大事故の下には29件の軽度
の事故があり、その下には300件のヒヤリ
ハットがある」という法則があります。（アメ
リカ人の安全技師が発表した「ハインリッヒ

の法則」）
　日頃から「ヒヤッとした」「ハッとした」こ
とを報告することで全係員が共通の認識

ヒ
ヤ
リ
ハ
ッ
ト
・
事
故
の
芽
情
報

情報共有
改善指示

集約

改 善

ヒヤリハットの収集と活用

※緊急を要するヒヤリハットについては、ヒヤリハット会議を待たずに、関係部門に情報提供する。

報告 報告

現
業
各
部

鉄
道
保
安
総
合
委
員
会

鉄
道
安
全
会
議

ヒヤリハット会議
［3ヵ月ごと］

鉄道部門担当課長、安全推進部

ヒヤリハット データ集約
［3ヵ月ごと］

を持ち、その原因・対策を考えることで事
故の芽を少しでも摘み取ろうとする活動
です。情報は各職場から集約され、鉄道保
安総合委員会などで報告されます。
　ヒヤリハット報告は、「ヒヤリハット新聞」
に掲載され、改善事例も含めて紹介する
ことで、ヒヤリハットの取り組みの活性化
を図っています。

ヒヤリハット　
事故・インシデントには
至らなかったが、一歩間
違えれば事故につながっ
たもの。「ヒヤッとしたこ
と」、「ハッとしたこと」や、
放置すれば事故につな
がる可能性のある、気が
かりな事象・事故の芽。

事故

インシ
デント

ヒヤリハット

ヒヤリハット
の報告対象

潜在する危険

T OPICS

T OPICS

ヒヤリハット報告から改善された事例紹介

ヒヤリハット報告から改善された事例紹介

踏切障害事故の防止

パンタグラフの視認性向上

【事故の芽】
三室戸踏切において、遮断桿とフェンスの間に隙間があっ
たため、遮断桿が下降しているにもかかわらず、入駅してく
る列車に乗車しようと踏切を無理に渡り改札口からホーム
に入るのを目撃した。

【事故の芽】
夜間等にパンタグラフを上昇させる際、周囲が暗いため
上昇確認が困難であった。

パンタグラフが車両と同系色のため、
上昇しているかどうかの確認がしづらかった。

遮断桿とフェンスの間に隙間があり、
すり抜けることができた。

［改善前］

［改善前］

遮断桿とフェンスの間の隙間を少なくした。

パンタグラフの両端に蛍光塗料を塗り
視認性を向上させた。

［改善後］

［改善後］

事例１ 

事例2 
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KYT（危険予知トレーニング）

　危険予知トレーニングを、頭文字である
危険の「 K」、予知の「 Y」、トレーニングの

「T」をとってKYTと呼びます。
　KYTは、作業に従事する作業者が数名
のチームとなり、事故や災害を未然に防ぐ
ことを目的に、その作業に潜む危険を予
想し、指摘しあう訓練のことです。鉄道部
門では始業時などにチームごとにKYTを
行い、事故防止に努めています。

保線部門

　軌道を保守する技術力を維持するために、
平成16年より課内に技術継承プログラム
委員会を立ち上げ、策定した年間計画に
基づいて実務研修（年2回）や机上研修（年
4回）を実施しています。
　実務研修では、経験豊富な社員が中心と
なって若手社員に訓練を行っています。保
線作業の要領や防災時の対応などの技術
継承に努めています。
　机上研修では、軌道に関するあらゆる
テーマを取り上げ、研究発表や議論を通し
て、知識の習熟に努めています。

電気部門

　電気部門では、電気技術に対する理解を
深めるための教習書や、安全点検の確実
な実行と一定レベルの技術を確保するた
めの標準作業手順表を活用しています。
　また、作業者の安全確保や障害発生時の
迅速な復旧を目指すため、主に若年者を対
象に「障害復旧訓練」を実施しています。
　毎年開催される「業務研究発表会」では、
さまざまな課題に対する対策や改善を検
討し議論することで、技術力の向上に努め
ています。

車両部門

　車両部門では、作業手順書などを作成
して技能・技術力の保持に努めていますが、
ベテラン社員の大量定年退職による技能
の断絶を避けるために、技能の継承に重
点をおいた勉強会を年間計画（年6回以上）

に基づき実施しています。
 また、新任監督者を対象に指導者として
の研修会を開催し、技能継承が「安全・確実」
に行えるようにしています。さらに、過去の
重大事故の教訓を継承するために、重大
事故年表を作成し安全マネジメント教育
などで周知徹底しています。

指差し呼称

KYTボード

第1R
(現状把握)

どんな危険が、
ひそんでいるか

第2R
(本質追求)

これが、危険の
ポイントだ 

第3R
(対策樹立)

あなたなら、どうする

第4R
(目標設定)

私たちは、こうする

4ラウンド法

指差し呼称の効果検定実験結果

（平成6年（財）鉄道総合技術研究所）

なにも
しない 2.38 100%

呼称
だけ 42%1.00

指差し
だけ 32%0.75

指差し
呼称 16%0.38

方
法

作業の誤りの発生率（％）

0.0　　 0.5　　 1.0　   1.5　　 2.0　　 2.5 

　トレーニングの手順として「4ラウンド法」
を採用しており、チームが4つのプロセス
を通して決定した「危険のポイント」や「チー
ム行動目標」をチーム全員で“指差し唱和

（呼称）"しています。

　“指差し呼称"とは作業の各要所で一人ひ
とりが、確認すべき作業動作や物に対して、
腕を伸ばして指差し、しっかりした声を出し
呼称し、安全性・正確性を確認する動作です。
　平成6年、(財)鉄道総合研究所が行っ
た指差し呼称の効果検定実験結果による
と、“何もしない場合"に比べて“指差し呼
称する場合"には作業の誤りの発生率が
6分の1以下になるということが示され
ています。

Message

保線課では、お客さまの安全輸送を第一に
考え、乗り心地向上のために保線課員が一
丸となり、日夜線路の保守点検業務を遂行
し運転保安に努めています。そこで課題と
なるのが若年社員に対する技術の継承で
す。保線課では技術継承プログラム委員会
を立ち上げ、年間計画を緻密に立案し、若
年社員に年間を通して安全面も含め教育
を行っております。

工務部　保線課
京都保線係　三条班

安田 六月

Message

電気部門では、基本的にＯＪＴによる技術
継承を行い、それを補うものとしてベテラン
社員の知識やノウハウをマニュアルなどに
体系化し共有・活用しています。なお、直感
的に判断できる眼、長年の経験からくる勘
に加え、信念や使命感といった言葉で表現
しにくいものは継承が難しいですが、コミュ
ニケーションを図り伝えていく努力を行って
います。

電気部　電気課
京都信通係

石倉 浩

Message

作業手順マニュアルの充実はもちろんのこ
とですが、標準作業以外へも臨機応変に
対応できる人材の育成、そして、日々の作業
のなかでも考える力を養うための研鑽を行っ
ています。また、勘違い、ミスをすることを前
提に、重要な点はほかの社員への確認をい
とわない風土づくりとダブルチェック体制で
仕事を遂行し、毎日が「伝える」環境である
ように努めています。

車両部　車両課
検査係

武田 清

技術の継承
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列車防護無線

　脱線事故などの緊急時、乗務員の操作に
より列車から電波を発信し、周囲約1km
以内にある列車に緊急事態の発生を通知
して列車の停止を義務づけ、二次災害を
防止するための装置です。
　平成22年3月31日現在、運転台付車両
201両中68両に設置し、平成24年度中
に全編成への設置が完了する予定です。

駅誤通過防止装置

　停車駅の誤認を防ぐため、接近する列
車の種別により、駅手前に設置した表示灯
に「停」または「通」の文字を表示すると
ともに、ATSと連動させ停車列車の駅誤
通過を防止する装置で、京阪線の9駅に
設置しています。

列車防護無線の仕組み運転指令所

駅誤通過防止装置

ADEC（京阪線自律分散式
列車運行管理システム）

　当社では、駅の信号機やポイント、行先
表示器、案内放送などをダイヤ情報に基
づき自動的に制御を行う列車運行管理シ
ステム（ADEC）を導入しています。これに
より、列車運行の定時性と正確性が保た
れています。
　京阪線では、運転指令所に中央制御装
置を、各信号取扱駅に駅制御装置を分散
配置し、二重の光ファイバーでループ状に
接続することで、障害が発生してもその影
響を最小限にとどめることができる信頼
性の高いものとなっています。
　平成19年には、さらなる信頼性向上と
円滑な運行管理を目的とし、大規模なシ
ステム更新を行いました。指令員の操作
性向上や案内放送の充実など、従来シス
テムに比べ大幅に機能が向上しました。

ATSの仕組み

T OPICS

新型ATS

　平成28年度の京阪線（京阪本線、鴨東線、中之島線、
宇治線、交野線）全線稼動を目標に新型ATSの設
計作業を進めています。
　従来のATSは軌道内に設置したATS地上子設
置箇所のみ速度チェックを行っていましたが、新型
ATSではレールを情報伝送の媒体として使用し、
列車の位置にかかわらず常に速度チェックを行うこ
とにより高い安全性を確保します。

新型ATS概要図
列車が作成する停止速度パターン
(この速度以内であれば停止信号までに停止できる）

運転速度

速度Ｖ[km/h]

信号機までの距離　300m
運転速度　　　　　50km/h
速度チェック　ＯＫ！

信号機までの距離　121m
運転速度　　　　　50km/h
速度超過　ＡＴＳ動作

ＡＴＳ信号

ＡＴＳ信号

ATS（Automatic Train Stop　
自動列車停止装置）

　ATS（自動列車停止装置）システムは、列
車を停止信号までに停止させ、他列車と
の衝突を防止したり、急曲線や急勾配で
の速度超過防止を目的としています。決め
られた速度以上で通過すると強制的に非
常ブレーキをかける安全装置です。
　平成17年に発生したJR西日本福知山
線列車脱線事故を受け、国土交通省から
速度超過防止用ATSなどの緊急整備に
関する通達、およびその後のダイヤ改正
に伴う速度向上により、曲線用速度超過
防止ATSは京阪線3ヵ所、大津線1ヵ所に
設置しています。なお、通達の基準には該
当していませんが、さらに京阪線7ヵ所、
大津線6ヵ所にATSを自主設置し、安全を
確保しています。
　今後、より一層の安全性向上に向け、シ
ステムの全面更新を計画しており、平成
28年度までに京阪線全線での稼動を目
指しています。

安全対策/運行管理

地上に設置した地上子間の通過時間を計測して標準
時間と比較し、速度超過であれば自動的にブレーキ
を作動させるもの。

地上子1 地上子2

防護無線装置

防護無線装置

基
地
局

基
地
局

運転指令
警報信号を
発信した列車
を把握

上り線

下り線

半径約1km以内に到達

②

②③

①

①警報信号を発信
　
②警報信号を受信
　
③非常ブレーキをかける
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ホーム検知装置

　ヒューマンエラーによる扉事故を防止す
るため、3000系車両と10000系車両に
ホーム検知装置を設置しています。万が一、
車両がホームを行き過ぎて停車した場合や、
ホームと反対側の扉を開けようとした場合
に、扉が開かない仕組みになっています。

連結間転落防止装置（外
そとほろ

幌）

　お客さまが乗車時に車両の連結間に転
落される事故を防止するため、連結間転落
防止装置を京阪線全車両に設置しています。

限界支障検知装置

　曲線半径200m以下の曲線部に設置
しており、列車が何らかの障害で対向線
路にはみ出し限界支障検知棒に接触した
とき、特殊信号発光機を明滅させ、対向お
よび後方列車に異常を知らせます。
　交野線に2ヵ所（検知棒19本、特殊信号
発光機11機）、京津線13ヵ所(検知棒78本、
特殊信号発光機34機)、石山坂本線15ヵ所
（検知棒102本、特殊信号発光機40機）に
設置しています。

脱線防止対策

　脱線防止対策として、平成12年3月に
発生した営団地下鉄（現:東京メトロ）「日比
谷線中目黒駅構内列車脱線衝突事故」を
教訓として、急曲線(曲線半径400m未満)な
ど脱線の危険性のある箇所に安全設備を
設置しています。

● 脱線防止ガード
　車輪の乗り上がりを防止して、列車が脱
線することを防ぐ設備です。

限界支障検知装置

脱線防止ガード

橋上ガードレール

運転士異常時列車停止装置

　運転士の体調急変時などにおける安全
を確保するため、ハンドルから手が離れると
自動的に非常ブレーキが作動する運転士
異常時列車停止装置を全車両に採用してい
ます。また、車掌台には、緊急時に車掌が扱
う非常ブレーキスイッチも装備しています。

輪重測定装置

　車両の検査は法的に定められた期間内
（10日、3ヵ月、4年または走行距離60万km、8年

以内）に実施しており、日々、安全運行に努
めています。また車両の脱線に対する安
全性を向上させる目的で、平成13年より
車両基地内2ヵ所に輪重測定装置を設置し、
左右の車輪にかかる重量バランス（静止輪

重差）を厳密に管理しています。

運転状況記録装置

　万が一の事故が発生した場合に、その
原因究明や再発防止策の立案に役立て
るため、時刻や速度などの列車の運転に関
する基本情報、運転ハンドルやブレーキ操
作などの運転士の操作に関する基本情報、
ATSの動作状況などを記録する運転状況
記録装置の設置を進めており、京阪線で
は平成22年3月31日現在、運転台付車両
201両中148両が完了しています。

排障器

　昭和55年2月に発生した置石による脱
線事故の教訓を活かし、線路上の障害物
を排除する対策として、全先頭車両に排障
器および補助排障器を設置しています。

手を放すと非常ブレーキが作動 ホーム検知装置

連結間転落防止装置排障器

輪重測定

安全対策／車両

● 橋上ガードレール
　橋梁上やその付近で列車が脱線した場合、
列車が橋梁下に転落しないための設備です。
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ホーム異常通報装置
（転落検知装置）

　お客さまがホームから軌道上に転落さ
れた時などに、列車を停止させるための通
報装置です。ホーム上に設置された非常
通報ボタンを押すと、乗務員および駅係員
に特殊信号発光機や警報ランプ、警報サ
イレンで異常を知らせて事故を未然に
防止します。京阪線35駅、大津線26駅に
設置しています。

　また、駅ホームが急な曲線で電車とホー
ムのすきまが広い場所では、お客さまが
軌道上に転落されても同様に異常を知ら
せるための検知マットを、京阪線4駅、大津
線1駅に敷設しています。

併用軌道監視装置

　京津線の「浜大津駅〜上栄町駅間約
800m」および石山坂本線の「浜大津駅
〜三井寺駅間約500m」の区間は併用軌
道（道路上に敷設された軌道）のため、日々
変化する道路区間での運転について、適
切な道路情報を発信するため24時間体
制で監視業務を行ない、より安定的な列
車運転ダイヤの確保に努めています。

自動車侵入検知装置

　石山坂本線の三井寺の併用軌道（道路
上に敷設された軌道）と専用軌道（専用の敷
地内に敷設された軌道）の境界付近は、道
路構造上、夜間等に自動車が誤侵入する

列車接近表示器

　耳の不自由なお客さまに列車の接近・
通過をお知らせする装置で、文字が点滅
して注意を喚起します。京阪線47駅、大

戸
とじ め

閉合図装置

　駅係員から車掌に列車の扉を閉める時
機を知らせる装置で、京阪線13駅に設置
しています。ラッシュ時やイベント開催の
多客時などに使用され、扉開閉時の事故
防止に役立てています。

戸閉合図装置

列車接近表示器

ホーム下待避スペース

ホーム転落検知装置

ホーム異常通報装置

ホーム下待避口

　ホーム下に待避する空間のない駅では、
お客さまが誤って転落したときにホーム下
に待避できる待避スペースや、ホームに上
がるためのステップを設置しています。

併用軌道監視装置

三井寺併専境界

ホーム異常通報装置の仕組み

安全対策／駅

安全対策／併用軌道

津線7駅に設置しています。※行先表示器に組

み込まれている場合も設置駅として含めています　

①非常通報ボタンを押す

②警報ランプが点滅する

鳴動 鳴動

③非常ブレーキをかける

③ホームの状況を確認する

駅事務室

非常通報
ボタン

可能性があります。
　侵入を早期に検知し、接近する電車に知
らせ、事故を未然に防止する装置です。そ
のほか同装置以外に、LED表示板および
矢印灯で夜間、自動車のドライバーに注意
を促して誤侵入防止に努めています。
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安 全 へ の 取り組 み

● 踏切障害物検知装置
　踏切警報機作動中に踏切内で障害物を
検知すると、特殊信号発光機を点滅させて
運転士に知らせるとともに、注意喚起の警
告ブザーを鳴動させる装置です。現在では、
京阪線96ヵ所、大津線40ヵ所の踏切に設
置しています。

踏切事故防止のための機器

● 踏切支障報知装置
　踏切内にて列車を停止させなければい
けない事態が生じた場合、非常ボタンを押
すことにより特殊信号発光機を点滅させて
運転士に知らせるもので、京阪線の31ヵ所の
踏切に設置し、事故を未然に防止しています。

踏切での啓発活動

　踏切道を通行するドライバーや歩行者に、
踏切道の無理な横断や自動車の無謀通行
をしないよう啓発活動を行っています。　
　また、沿線の小学校に対しては、踏切事
故に対する子どもたちへの教育指導もお
願いしています。

踏切障害物検知装置

列車進行方向指示器

踏切での啓発活動（大手筋踏切道）

踏切支障報知装置

踏切の解消

　踏切における根本的な安全対策は立
体 交 差 化により踏 切を解 消することで
す。当社では、立体交差化を積極的に行い、
踏切の解消に努めています。
　昭和45年に307ヵ所あった踏切は現
在では226ヵ所まで減少しています。近
年では、平成11年11月に京阪本線（寝屋川
市内）連続立体交差化事業により寝屋川市
駅付近を高架化しました。現在は、京阪本
線淀駅付近の立体交差化事業を進めて
います。これは、京都市の都市計画事業とし
て、京都競馬場の最寄り駅である淀駅を中
心に京阪本線約1.5kmを高架化する事業
で、平成25年度の竣工を目指しています。
　この高架化により3つの踏切道を廃止し、
利便性向上、安全確保とともに、競馬開催
日の混雑を解消します。新駅は現在の位
置より約280m京都方面に移設し、2面4
線のホームを持つ高架駅に生まれ変わり
ます。

踏切道数の推移

● 列車進行方向指示器
　踏切に設置している閃光灯や列車進行
方向指示器をLED化することで、従来より
も遠方からの視認性を高めています。

T OPICS

淀駅付近立体交差化工事 　下り線が高架化

平成21年9月12日、下り線（大阪方面行き）が高架線に切り替わりました。上り線の切り替えは平成23年度を目指しています。

工事中の様子 高架化された下り線

307

S45 S50 S55  S60   H2　H7  H12  H17  H20　H21 H23

350

300

250

200

0

286
259 258 250 243 227 226 226 226 223

［予定］
（年度）

（踏切道数）

安全対策／踏切
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鋼索線（男山ケーブル）

　鋼索線は、鋼索（ワイヤロープ）に繋がれ
た車両を巻上装置で巻き上げて運転する
仕組みになっています。そのため運転士は
山上側にある運転室で巻上機の操作に当
たり、ケーブルカーの車内には車掌が運行
中の前方確認や扉操作のために乗務しま
す。このように運転士が車内にいないこと
や急勾配で運転するため、特にブレーキ装
置や鋼索の点検・整備には細心の注意を
払い運転保安に努めています。

KEIHAN  Corporate Social Responsibility  Report 2010

安 全 へ の 取り組 み

鋼索の点検・整備

ジェットコースターの分解整備

雨量計

湿度計 風向風速計

気象状況表示装置

早期地震警報システム

早期地震警報システム

　気象庁から配信される緊急地震速報を
利用して、当社線沿線で震度4以上が予測
される場合は、自動的に列車無線で全列車
に対して通報することにより、大きな揺れ
が到達するまでに危険箇所を避けて緊急
停止を行い被害の最小限化を図ります。
　大津線・鋼索線にも表示端末を設置し、
地震情報を受信できるようにしています。

落橋対策

落橋対策

　落橋防止装置とは大規模地震時に橋桁
が橋台や橋脚から落下するのを防ぐため
のものです。阪神淡路大震災以降、設置必
要箇所の抽出を行い、京阪線の対象箇所
すべてについて設置が完了しています。

駅施設の耐震補強

　運転保安上必要な駅施設の耐震性能
向上を目的に耐震補強を行っています。
　平成21年度は守口市駅、萱島駅、樟葉
駅、中書島駅、深草駅の操車棟と、寝屋川交
換局舎の耐震補強工事を行いました。

早期地震警報システム

気象庁
緊急地震速報 列車無線を使用して

自動通報

京阪線の
運転指令

早期地震
警報システム

表示端末

男山山上駅
（鋼索線）

※男山山上駅にいる
　運転士がケーブル
　カーを停止させます。

表示端末

大津線の
運転指令

列車無線を使用して
自動通報

安全対策／その他

自然災害対策

ひらかたパーク

　当社が運営する「ひらかたパーク」では、
一部の遊戯機のメンテナンスを寝屋川車

気象観測機器

　当社では、各種気象観測機器として風速
計16ヵ所、雨量計5ヵ所、河川監視カメラ
3ヵ所、地震計8ヵ所を沿線に設置していま
す。観測データによって適切な運転規制を
行い、暴風・豪雨などの異常気象による運
転事故の発生を未然に防止しています。

両基地で行っています。鉄道会社直営の
強みを活かし、ひらかたパークと車両部門
が協力し、高いレベルの技術で遊戯機の
安全を支えています。
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安 全 へ の 取り組 み

総合事故復旧訓練

　列車事故など緊急時における対応力の
強化を目的とした訓練を毎年実施してい
ます。平成21年11月に、淀車庫において、
『 列車通過直前の踏切道に自動車が突
然進入してきた』との想定で実施しました。
　近畿運輸局・警察署・消防署の協力のも
とで社長以下合計約170名が参加し、人命
救助・避難誘導・二次災害防止・正確な情報
伝達・事故列車の救援収容がスムーズに
かつ確実に行えるよう、対応能力の強化
を図りました。

総合防災訓練

　天変地異や災害などに対し、適切に対応
できる能力の向上を目的とした訓練を毎
年実施しています。平成22年2月には、最
近注目されている「ゲリラ豪雨」を想定し、
本社に対策本部を設置、情報伝達や地下駅・
踏切道の止水板設置とお客さまの避難
誘導、浸水箇所からの車両避難の訓練を行
い、いざというときの対応能力を高めました。

地下線内車両火災想定訓練

　運転士・車掌・駅係員を対象に地下線内
車両火災想定訓練を実施しています。平
成21年4月に、京都地下線を走行中に『車
両から発煙した』ことを想定して、営業運
転終了後、実際に列車を走行させ、お客さ
まの救出・避難誘導・消火作業が迅速・的
確に行えるよう、緊迫した訓練により係員
の冷静な判断力や連携を養っています。
　また同時に地下駅の消火設備や、途中
線路に設置されている防災設備を実際に
歩いて操作するなど、万一の非常事態に
備えています。

鋼索線における事故想定訓練

　鋼索線においても、不測の事態・事故に
備え、お客さまの避難誘導をはじめとする
訓練を定期的に実施しています。平成21
年12月に八幡市駅において実施しました。

総合防災訓練

事故想定訓練

脱線復旧訓練

　車両部門では、不測の事故などで車両が
脱線した場合に備え、緊急自動車を寝屋川・
淀車庫に配置しています。また、脱線復旧訓
練を年間3回実施するとともに、夜間・休日
でも速やかに対応できるよう、緊急時連絡体
制を確立し非常呼集訓練も実施しています。

脱線復旧訓練

地下線内車両火災想定訓練

▶訓練開始

▶訓練終了

①事故発生［13:30］　列車通過直前の踏切道に
　 乗用車が突然侵入し列車と衝突、列車は脱線し乗用
　車は大破。乗務員が運転指令に無線で連絡し、反対
　 線路を走行の列車を緊急停止させる。
 ②乗客の救出 　乗務員と応援にかけつけた駅員等
　により避難誘導を開始。
 ③関係方面への連絡と対策本部・復旧本部を設置
　本社に対策本部、現場に復旧本部設置。

④消防･警察到着［13:41］　救助活動と消火活
　 動を開始。乗用車に閉じ込められたドライバーを
　 エンジンカッターで切断し救出。

⑤現場検証終了、復旧作業開始［14:20］　
　消防･警察・運輸局による現場検証が終了し、復旧作
　業を開始。脱線した車両の復線、踏切設備の復旧、
　 レールと電線路の復旧等。

⑥事故車両を収容［15:10］　先頭運転室損傷の
　 ため後部運転室より運転して、車庫に収容。
 ⑦平常運転に復帰［15:20］　復旧作業が終了し、
　 平常運転に戻る。対策本部・復旧本部を解散。

復旧本部の設置

消防隊による消火活動

車両係員による脱線復旧作業

T OPICS

トップ巡視

　春秋の全国交通安全運動、夏の安全運転推進
運動、年末年始時の輸送安全総点検など、機会あ
るごとに社長・安全統括管理者の現場巡視を実施
しました。主要駅・列車区・車両基地・重要施設な
どの査察や現場の第一線で活躍している担当者
と意見交換を行い、督励しました。
　また、朝の出勤時に列車の運転室に添乗し、鉄道
の安全に対する率先垂範の姿勢を見せています。 社長巡視（駅のバリアフリー化工事）

訓練
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安 全 へ の 取り組 み

踏切道でのお願い

車内でのお願い

ホームでのお願い

お客さまからのご意見・ご要望やお問い合わせを受ける総合窓口「京阪電車お客さまセンター」を設置しています。
京阪電車お客さまセンターでは、電話や当社ホームページなどでお客さまからのご意見などを受け付けています。

● 警報機が
　鳴り始めたら…
絶対に踏切道内に入らない
でください。列車はすぐ近
くまで来ています。

● 踏切道内に
　閉じ込められたら…
直ちに、踏切道外へ脱出し
てください。自動車であれば、
ボディーで遮断桿を押して
脱出してください。

● 踏切道で異常を発見されたとき…
非常ボタンがある場合は、それを強く押してください。非常
ボタンが無い場合は、踏切道名表示看板記載の非常時
連絡先に電話でお知らせ願います。

● 駆け込み乗車はおやめください
発車間際の駆け込み乗車は、大変危険です。列車の安全
運行にご協力ください。

● 黄色い線の内側でお待ちください
線路側への接近は、列車との接触事故や、ホーム下への転
落につながる恐れがあります。また、黄色い線は、目のご不
自由な方の大切な警告ブロックです。立ち止まったり、荷物
を置かないようにお願いします。

● 絶対に線路内に立ち入らないでください
ホーム下へ物を落とされたときなどは、必ず係員にお知ら
せください。線路内は大変危険です。

●ホームから転落された
　お客さまを発見されたときは…
直ちに列車を停止させなければいけません。すぐに係員
にお知らせください。ホーム異常通報装置があれば、非常
通報ボタンを押してください。

● 車内で非常事態が発生
　したとき
非常ボタンを押すか、非常
通報装置で乗務員にお知ら
せください。

京阪電鉄からのお願いです
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▲リニューアルした8000系車両

京阪グループCSR委員会副委員長ごあいさつ
　平成２２年４月１５日に京阪電車は開業１００周年を迎えましたが、これもひとえにお客さまを
はじめとするさまざまなステークホルダーの皆さまにお支えいただいたおかげです。深く感謝
申し上げます。
　１００周年を機といたしまして、本年から「環境保全」「社会貢献」とともに「地域との共生」
にも意欲的に取り組むことといたしました。沿線には当社と同じく創立１００周年を迎えられた
学校や商店街もあり、これらの皆さまと連携したイベントを企画、開催しました。ファミリーレール
フェアや大津線感謝祭などの恒例のお客さま感謝イベントも継続して開催しており、今後も地
域社会の皆さまやお客さまにますます「京阪ファン」になっていただける機会づくりに努めてま
いります。
　また安心、快適に鉄道をご利用いただくために、平成２２年度も引き続きエレベーターの新
設工事を行うなど駅のバリアフリー化を進めてまいります。ソフト面においても、お客さまからの
ご意見、ご要望を経営に活かすためにお客さまセンターの機能を充実させ、双方向のコミュニ
ケーションを推進します。京阪グループをご利用いただく皆さまのご意見･ご要望を経営施策
に反映させることで企業としての社会的責任を果たすとともに、当社沿線の活性化にも貢献
してまいります。

当社のこれまでの歴史は、
さまざまなステークホルダーとともに築いてきたものです。
長年の事業活動で得た知識や経験を活かし、
また常に社会における当社の役割を考えながら、
今後もステークホルダーとの関わりを通して、
社会に貢献できるようCSR活動に取り組んでいきます。

社会への取り組み

S
ociety

▲ファミリーレールフェア

▲ヒューマンサポート研修

京阪グループCSR委員会
副委員長
代表取締役副社長

櫻井 謙次
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社 会 へ の 取り組 み
お客さま満足のために

お客さま満足のために
　当社では、お客さまに選ばれる企業を目指してサービス向上に取り組んでおり、
　その一環として、お客さまからのお問い合わせやご意見・ご要望をお聞きする「お客さまセンター」を開設しています。
　また同時に、「お客さまにやさしい鉄道」を目指した取り組みにも力を入れています。

T OPICS

①8000系車両を改良し、つり革を設置
しました。これは、入口付近では身体を
支えるものがなく、混雑時に車内で立っ
ていると苦痛であり、危険だとのお客さ
まの声から改善しました。

②乗務員（車掌）が業務用携帯電話の
携行を開始しました。事故などによるダ
イヤ乱れや振替輸送実施時に、運転指
令が最新情報をメールで伝えることで、
乗務員（車掌）はお客さまへ正確かつ詳
細な情報を車内放送にて提供できるよ
うにしました。

③事故などにより当社線のダイヤが大
幅に乱れた際、当社が手配した振替輸
送経路を多数のお客さまへ分かりやす
く、正確にお知らせできるよう、経路を
図示した駅貼りポスターを作成しました。

「お客さまからの声」の流れ

改
善
策
の
検
討
・
実
施

サービス・
品質の向上

・電話
・ホームページ
・手紙
・他部署受付分
他

問題解決
に向けた
連携

お客さまセンター

受付内容の推移

◆ お問い合わせ

◆ ご意見・ご要望

「京阪電車お客さまセンター」
　運賃・ダイヤ・沿線情報などへのお問
い合わせ、そのほかのご意見・ご要望など
を受け付けています。

http://www.keihan.co.jp/

TEL：
06-6945-4560

《平日》
9:00〜19:00

《土休日》
9:00〜17:00

年中無休 
（12/30〜1/3を除く）

主な改善例

 ご案内ポスター

経営会議・事業会議

鉄道保安総合委員会

報告

報告

鉄道CS推進会議
（月1回開催）

●「お客さまの声」データの集約と分析
●社内における情報の共有化
●CS推進策の検討
●社内コンプライアンス体制との連携

京阪電車お客さまセンター

お客さまの声
データベース

お
客
さ
ま

か
ら
の
声

指示

お 客 さま

関
係
部
署

回 

答

0

0

5,000

10,112

1,558

914 315 461285 163

10,599

7,930

366 305 170 497

10,288

1,671

1,005

84

45

991

1,336

1,933

1,933

24,994

2,980

27,829

2,183

1,523

1,507

834

1,161

H20

（年度）

（年度）

H20

H21

H21

500

15,000

1,500

25,000

2,500

10,000

1,000

20,000

2,000

30,000

3,000

運転・ダイヤ
乗車券・制度 イベント・グッズ その他

駅・施設 係員（対応・態度）

運転・ダイヤ
駅・施設

乗車券 イベント・グッズ
お忘れ物 沿線案内 その他

お客さまの声に応えて

お客さまとともに

　当社は創業以来、ご利用のお客さまに多
くのご支援・ご愛顧をいただき、本年4月に
開業100周年を迎えることができました。
すでに平成18年からは京阪グループ経
営ビジョン「“選ばれる京阪"への挑戦」に、
CS（Customer Satisfaction）推進を重要
課題と位置づけ、サービス向上に取り組ん
でいます。次なる100年を目指し、今後と
もより一層お客さまに支持される企業を
目指しています。

お客さまセンターの運営

　平成19年11月26日に「京阪電車お客
さまセンター」を開設しました。迅速かつ
適確で心地よい案内はもとより、お客さま
からのご意見・ご要望を経営に活かしてい
けるよう現場経験の豊富なスタッフが日々
取り組んでいます。
　平成21年度の受付状況は、列車時刻や
乗車券類に関するお問い合わせと、列車ダ
イヤ、係員の執務（鉄道部門以外を含む）、車
内温度管理、駅構内禁煙、各種乗車券制度
へのご意見・ご要望や称賛など、1年間で約
3万人のお客さまにご利用いただきました。
　「運転・ダイヤ」に関するご意見・ご要望
が平成20年度は1,558件でしたが、平成
21年度は914件と大幅に減少しています。
その主な要因は、平成20年10月に行った
中之島線開業に伴うダイヤ改定に関する
ご意見・ご要望が多く寄せられましたが、平
成21年9月のダイヤ改定実施以降は受付
件数が落ち着いたためです。

CS推進体制

　平成20年3月以降、CSの実現に特化し
た定例会議である「鉄道CS推進会議」を
開催しています。当会議では、「お客さまの
声」のデータベースをもとに、課題の共有
からその解決策の実施・効果検証に至るまで、
関係部署を交えて協議・検討を重ねています。
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● けいはんインフォステーション
　京阪線の主要駅に「けいはんインフォス
テーション」を設置しています。列車ダイヤ、
運賃、お忘れ物や駅周辺のご案内など、さ
まざまなお問い合わせにお応えしています。

● コンシェルジェ
　京阪線では、全駅係員を「コンシェルジェ」
と位置づけ、電車や駅に不慣れなお客さま
や身体の不自由なお客さまのお手伝いな
ど、すべてのお客さまに駅を快適にご利用
いただけるよう、きめ細かなご案内に努め
ています。駅現場におけるCS研修などに
も積極的に取り組み、接客レベルの向上に
努めています。

● AEDの設置
　お客さまの救命率向上のため、主要駅
にAED(自動体外式除細動器)を設置してい
ます。設置後、心肺停止した数名の方の蘇
生に貢献しました。
　平成22年5月には京阪線全駅係員が普
通救命講習の受講を完了しました。

● ヒューマンサポートプロジェクト
　「コミュニケーションボード “ 心のやりとり”」
を京阪線全駅および大津線主要駅に設置
しています。障がいのあるお客さまや外国
人のお客さまと円滑なコミュニケーション
を図ることを目的としたツールで、ボードに
描かれたイラストを指で示すことで意思表
示をしていただくことができます。
　また、京阪線全駅のホームにおけるエレ
ベーター（ EV）･エスカレーター（ ES）の位
置を示した「位

い っ ち

置ゃん」を作成し、京阪線の
各駅でのご案内に使用しています。これは、
年配のお客さまや身体の不自由なお客さ
まからの「何両目に乗車すれば、降車駅の
EV・ESに近いのか?」といったご質問に対し、
駅ごとのEV・ESおよび車両編成数・列車種
別ごとの停車位置を図示した一覧表を作
成することで、「 ○○駅で降車されるので
あれば、△両目にご乗車下さい。」とスムー
ズに案内できることを目的としたものです。
　このように、このプロジェクトでは、心の
バリアフリーをテーマに、すべてのお客さま
にやさしい応対ができるように取り組ん
でいます。

社 会 へ の 取り組 み
お客さま満足のために

けいはんインフォステーション
「位置ゃん」

コンシェルジェ AED

クオリティ・アップ宣言

ヒューマンサポート研修

運行状況確認用携帯電話

コミュニケーションボード
 “ 心のやりとり”

5つのアプローチ

Humanity
ハートのある駅

Utility
安全・快適で利用しやすい駅

Market
マーケットとしての駅

Entertainment
魅力的で楽しい駅

Community
公共性の高い駅

お客さまにやさしい駅

　京阪線では、「安全と快適を基本に、お
客さまにやさしい駅をつくりあげていき
ます」という理念に基づいたステーション・
サービスを展開しています。
　お客さまにやさしい駅を実現させるた
めに5つのアプローチを制定し、さまざま
な取り組みを行っています。

クオリティ・アップ宣言

　乗務員が主体となり、自らの仕事の資質
向上・レベルアップを目的にクオリティ・アッ
プ代表者会議を開催しています。その全
体目標として、より一層のお客さま満足を
実現できるよう『「お客さまの笑顔のため
に」 安全と快適をこれからも こころを込
めて』というクオリティ・アップ宣言を策定
しています。
　また、平成21年度の活動としてヒューマ
ンサポート研修を実施しました。この研修
は障がいのあるお客さまとのコミュニケー
ションスキルを学ぶとともに、車いす、アイ
マスクなどを用いた実習や、身体の不自
由なお客さまの不安や列車の乗降の際に
感じる不自由さを知り、バリアフリー向上
に努めることを目的としています。

乗務員の運行状況確認用
携帯電話機携行

　当社では乗務員（車掌）が運行状況確認
用の携帯電話を携行しています。これは、
当社線や当社線と接続する他社線で遅延
や運休といった輸送障害などが発生した
場合に、これまでの列車無線による連絡に
加えて、最新の状況を乗務員に随時メール
で配信することで、お客さまへの情報提供
体制の強化を図るためのものです。

よりよい鉄道を目指して
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エレベーター（清水五条駅）

T OPICS
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社 会 へ の 取り組 み
お客さま満足のために

　また、お年寄りや体の不自由な方、妊娠
されている方などのための優先座席ゾー
ンの明確化を図っています。従来から窓ガ
ラスに貼りつけていたステッカーに加え、座
席の背もたれはオレンジをベースにピクト
グラム※を印刷したものとし、カーテンは「優
先座席」マークとピクトグラムを印刷したも
のに、また8000系特急車両や3000系車
両では座席の枕カバーはオレンジ色をベー
スにピクトグラムを配したものにしています。
　なお優先座席ゾーンでは、すべてのつり
革に「電源OFF」シールを貼りつけ、携帯
電話の使用禁止について注意喚起をして
います。※情報や注意を示すための絵文字

駅の案内サイン

携帯電話OFFステッカー

二段手すり（西三荘駅）

スロープ（御殿山駅）

バリアフリー化対応型券売機
（券売機下に車いすのためのけりこみを設置）

車いすスペース

扉開閉予告装置

優先座席

車内案内表示器

非常通報器

全駅・全ホームへの
「ホーム点字ブロック内方線」
の整備が完了

　「ホーム点字ブロック（ホーム縁端
警告ブロック）内方線」を当社全88駅・
全ホーム208ヵ所（京都市交通局管理
の御陵駅除く）に設置する工事が平成
22年3月24日（水）をもって完了しま
した。
　ホーム点字ブロック内方線は、視覚
に障がいをお持ちの方が、駅のプラッ
トホームをご利用になる際、点字ブロッ
クよりホーム中心側にいらっしゃるか
線路側にいらっしゃるかをお知らせす
るためのもので、ホーム下への転落事
故の防止に効果があります。
　ホーム点字ブロック内方線の法的な
敷設基準は、駅の新設時や大規模改良
時にのみ設置義務があり、既設ホームは
その対象外となっていますが、当社では、
より安心・安全な駅を目指し、全駅・全
ホームへ設置することにしました。

ホーム点字ブロック内方線

車両のバリアフリー化

　当社では、車いすスペースを順次設置し
ており、平成22年3月31日現在330両と
なっています。
　また、出入口上部に車内案内表示器を
設置し、列車種別、行先、停車駅、次駅で開
くドアの案内などを文字などで表示すると
ともに、非常時に乗務員と直接通話ができ
る非常通報器を600、700、800、3000、
5000、7000、7200、8000(一部車両)、
9000、10000系各車両に搭載しています。

サインのユニバーサルデザイン

　ユニバーサルデザインの観点から、お客
さまが円滑に駅をご利用いただけるよう、
わかりやすい案内サインの設置を進めて
います。新しい案内サインはピクトグラム
や英文字を併記するなど、平成14年発行
の「公共交通機関旅客施設のサインシス
テムガイドブック（国土交通省監修）」などに
準拠しています。

駅のバリアフリー化

　国および地方自治体と協力し、エレベー
ターや多目的トイレをはじめとしたバリア
フリー化設備を順次整備しています。平成
21年度は、エレベーターを清水五条駅ほ
か3駅に整備し、スロープを御殿山駅ほか
1駅、多目的トイレを西三荘駅ほか3駅に
それぞれ整備しました。平成22年3月末
現在、乗降者数5,000人以上である57駅
のうち、43駅のバリアフリー化（段差解消）

が完了しています。

バリアフリー化の取り組み
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社 会 へ の 取り組 み
お 客 さま 満 足 の た め に

4代目おけいはん

おけいはん．ねっと

『くらしのなかの京阪』『K PRESS』

T OPICS

8000系車両のリニューアル

　平成21年度から車いすスペースの設置
などのバリアフリー対策や、インテリアのグ
レードアップを目的とした8000系特急車両
のリニューアルを行っています。リニューア
ルにおいては、これらに加えて、さまざまな
ご利用シーンに対応するために車端部の座 リニューアルした8000系

女性専用車両

　当社では、平成14年より運用を開始し
ており、現在は平日朝ラッシュ時の特急(上

り15本、下り12本)の京都側1車両を女性専
用車両としています。また、6000、7200、
8000、9000系各車両(一部除く)および
ホーム足元に案内ステッカーを貼り付けて
お客さまへの案内に努めています。

「K PRESS」の発行

　京阪電車やグループ施設をご利用され
るお客さまに沿線情報や営業情報を提供
するため、情報誌「 K PRESS」を毎月1回、
15万部発行しています。駅や京阪グルー
プの商業施設を中心に無料で配布してい
ます。季節に応じた特集をはじめ、沿線の
観光スポットやイベント、京阪グループの情
報を掲載し、おでかけやショッピングなどに
活用していただいています。
　また、鉄道に関するお知らせのページと
して「くらしのなかの京阪」を設けていま
す。鉄道に関する情報のほか、各種工事状
況のほか、安全施設・バリアフリーなどに関
するお知らせや、マナー向上についてのお

おけいはんキャンペーン

　当社と京阪沿線により親しみを持ってい
ただくために、平成12年からおけいはん
キャンペーンを実施しています。平成21年

シリーズ掲載のマナーポスター

マナー啓発

　お客さまに気持ちよく電車・駅をご利用
いただけるよう、マナーポスターや車内放
送などを通じて乗車マナーの大切さを呼
びかけ、ご理解とご協力をお願いしています。
　なお、当社では、昭和61年からシリーズ
形式のポスター制作・掲出を毎年続けてお
り、平成21年度のポスターで30作品に達
しました。

快適・安心を目指して

お客さまとのコミニュケーション

女性専用車両

PiTaPaサービス

　ICカード乗車サービス「 PiTaPa」 を導
入し、お客さまの利便性向上に努めていま
す。切符を買うことなく後払いで電車に乗
ることができ、当社発行の京阪マイレージ
PiTaPaカードを使って京阪線を利用すると、
おけいはんポイントがたまる「京阪レイル
ウェイマイレージ」も導入しています。また、
PiTaPaカードはショッピングにも利用する
ことができます。(一部店舗のみ)

IC乗車券専用改札機

11月からは、4代目おけいはんとして日向
千歩さんを起用。「沿線の魅力、再発見」を
テーマに沿線のさまざまな魅力をTVコマー
シャルやポスターなどでご案内しています。
　また、京阪沿線おでかけ情報サイト「お
けいはん.ねっと」(http://www.okeihan.
net/)では、沿線の魅力を分かりやすくご紹
介しています。

願いを掲載し、便利に快適に、京阪電車を
ご利用いただけるよう努めています。

席をロングシート化するとともに、安全面か
らご要望の多かったつり革を設置しています。
ロングシートには、背もたれの高さを頭位置
付近まで確保したハイバックタイプを採用し、
乗り降りのしやすさとワンランク上の快適さ
をあわせ持つ車両を目指しています。
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社 会 へ の 取り組 み
株主・投資家のために

第88回定時株主総会
(平成22年6月24日、大阪マーチャンダイズ・マートビル)

（株式数ベース）

http://www.keihan.co. jp/ir/
preferential/

34,000株以上 　　
　〜 48,000株未満

100,000株以上 　　
　〜 300,000株未満

500,000株以上 　　
〜 1,000,000株未満

1,000株以上 　　
　〜 20,000株未満

1. 株主優待乗車券および株主優待乗車証

ご所有株式数

20,000株以上 　　
　〜 34,000株未満

48,000株以上 　　
　〜 100,000株未満

300,000株以上 　　
　〜 500,000株未満

1,000,000株以上

枚 数

1,000株
につき

3枚

60枚

1枚

1枚

2枚

3枚

5枚

10枚

乗車券または乗車証の種類

当社線全線通用乗車証
（定期券型式）

当社線全線・京阪バス線
通用乗車証

（定期券型式）

当社線全線通用乗車券

2. ひらかたパークご招待
ひらかたパーク株主ご招待入園引換券2枚（ご招待用乗車券
4枚付）を1,000株以上ご所有の株主さまに贈呈します。

3. その他の特典
1,000株以上ご所有の株主さまに、京阪グループ諸施設
ご優待割引券（京阪百貨店のお買物割引券、グループホテルの宿
泊割引券等）を贈呈します。

4. 送付時期（年2回）および有効期間

3月31日
現在の
株主さま

6月下旬 7月11日 　　
　〜1月10日 6月下旬〜1月10日

9月30日
現在の
株主さま

12月上旬 1月11日 　　
　〜7月10日 12月上旬〜7月10日

対  象 送付時期
乗車券

ひらかたパークご招待券
そのほかのご優待券の有効期間

乗車証の
有効期間

株主通信

株主構成 （平成22年3月31日現在）

株主・投資家のために
　安定した収益をあげ、株主の皆さまに適切な利益を還元していくことは、企業の基本的な責任のひとつです。
　当社では、株主・投資家の皆さまに対する積極的な情報開示とコミュニケーションを通じて、さまざまな声を経営に反映
　させていくことが大切であると考えています。

　当社では、株主・投資家の皆さまに当社
および当社グループに対する理解を深め、
正しく評価いただくため、IR活動を通じて
経営にかかわる情報を積極的に開示し、
コミュニケーションを図っています。
　平成21年度は、機関投資家・アナリスト
に対して決算説明会を2回開催したほか、
個別ミーティングを随時実施しました。さ
らに、欧州において機関投資家との個別
ミーティングを実施するなど、海外におけ
る当社の知名度向上にも努めています。

　当社では、毎年3月31日および9月30
日現在に当社株式を1,000株以上所有さ
れている株主の皆さまへ、右の基準に基づ
き株主優待乗車券(または乗車証)、ひらかた
パーク株主ご招待入園引換券などの株主
優待券を贈呈しています。なお、株主優待
券の詳細については、当社ホームページの

「IR情報」→「株式情報」→「株主優待制度」
に掲載しています。

　株主総会の活性化および議決権行使の
円滑化を図るため、株主総会招集ご通知
の早期発送に取り組んでいるほか、株主総
会の集中日とは異なる日程で株主総会を
開催しています。

　当社などの重要事実に関する情報の管理、
役職員の株式などの売買そのほかの取引
に際し、遵守すべき基本的事項について定
めた「 内部者取引の規制および重要事実
に係る情報管理に関する規程」を整備して
います。

情報開示とコミュニケーション

株主優待制度

株主総会 インサイダー取引の防止

　また、株主の皆さまに年2回お送りする
「株主通信」を発行しているほか、当社ホー
ムページ上でIRニュースや決算短信、決算
説明会資料などを公開することにより、迅
速・公平な情報開示を行っています。

金融機関
28.4％

個人・その他
60.1％

その他の
法人  9.2％

外国法人等 
2.3％

発行済株式総数

発行可能株式総数

株主数

565,913,515株

1,595,886,000株

57,545名

株式状況

海外でのIR活動

決算説明会
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社 会 へ の 取り組 み
地 域 社 会 の た め に

● 京阪グループサンクスフェア
　平成21年11月から平成22年3月末ま
で、京阪グループ各社がさまざまなイベン
トを実施しました。セールや抽選、ポイント
還元などのイベントを行い、たくさんのお
客さまに参加していただきました。

ちびっこアーティスト号

こども110番の駅

見学会

ひらかたパークでの展示

ファミリーレールフェア

大津線感謝祭

地域社会のために
　高い公共性を有する鉄道事業を営む当社にとって、
　今後も持続的に発展していくためには沿線を中心とする地域社会との共生は重要な使命です。
　今後も当社では事業活動を通じて、地域社会に貢献できる活動を継続していきたいと考えています。

ALL KEIHAN サンクスフェスタ

　京阪グループでは、お客さまへの感謝
の気持ちをお届けするとともに、もっと京
阪グループを身近に感じていただくため、

「 ALL KEIHAN サンクスフェスタ」を毎
年開催しています。平成21年度は3つの
イベントを開催しました。

● ファミリーレールフェア
　平成21年10月18日にファミリーレー
ルフェアを開催しました。寝屋川車両基地
を開放し、日頃見ることができない工場内
や車庫内を自由に見学いただきました。また、
中之島駅から寝屋川車庫までの直通列車

を運行させるなどさま
ざまなイベントを実施
し、約1万3,500人の
お客さまにご来場いた
だきました。

学生への体験学習、
見学会の実施（寝屋川車両工場）

　当社では、地域社会から信頼される企業

中学校・支援学校職業訓練の
受け入れ（ひらかたパーク）

　中学校、障がい者団体、自治体などに、
職場体験学習の場を提供しています。これ
は当園のスタッフとともに実際の業務に
就いていただき、華やかな表舞台を演出
するために必要なさまざまな業務を実体
験していただく取り組みです。平成21年
度は32人の方が来園されました。

チャリティに参加（ひらかたパーク）

　毎日新聞大阪本社社会部が実施する「第
41回愛の手チャリティオークション」にオ
リジナルグッズ(ひらかたパークオリジナル札

入れ、1,800円相当)30個を提供しました。
約300の企業・団体・個人からの協賛品は
紙上オークションや会場オークション（ バ

ザー）で販売され、約224万円の収益とな
りました。「 社団法人家庭擁護促進協会」
（大阪市天王寺区）に196万円寄付された
ほか、乳児院や児童養護施設などに各2
万円が寄贈されました。

● 大津線感謝祭
　平成21年10月31日に大津線感謝祭
を開催しました。錦織車庫を開放し、施設、
設備機器を自由に見学いただき、大津線
に対する理解を深めていただいています。
約3,500人のお客さまにご来場いただき
ました。

ちびっこアーティスト号

　「ウキウキ☆わくわく『 みんな大好き!!』
京阪電車」のテーマに、沿線の小学生以下
のお子さまから絵画2,722枚の応募があり
ました。最優秀賞2点と優秀賞166点を車
内に展示し「ちびっこアーティスト号」として、
平成21年11月7日〜30日まで運転しまし
た。初日には中之島駅で出発式を行い、最優
秀賞の表彰とテープカットを実施しました。
　また、駅長賞と入選作品を「ちびっこアー
ティストギャラリー」として淀屋橋駅など5
駅で展示したほか、全作品をひらかたパー
クのイベントホールで展示しました。

こども110番の駅の取り組み

　平成17年4月から関西の鉄道事業者
32社局と共同で「こども110番の駅」に
取り組み、現在京阪線全60駅、大津線4駅
で実施しています。子どもが助けを求めて
きた場合に保護し、子どもに代わって110
番通報を行うなどの対応をとります。今で
は関西での取り組みが全国に広がり、北海
道から九州まで172社局2,896駅（ 平成

21年4月現在）で実施しています。

明日を担う世代のために

を目指し、平成10年度より大阪府寝屋川市、
門真市の全中学校を対象に車両工場での
体験学習を実施しており、平成21年度に
は箕面市、高槻市からの参加を含めて計
10校の受け入れを行いました。
　また、工場見学会も随時実施しており、平
成21年度には沿線の幼稚園や学校だけで
なく、岩手県や長崎県といった遠方の高校
の修学旅行のグループ学習など31団体、約
1,000人の方を見学者としてお迎えしました。
　参加後には、たくさんの感想文などをい
ただいています。
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社 会 へ の 取り組 み
地域社会のために

第20回
古典落語と現代演劇のコミュニケーション
実施日:平成21年6月6日（土）
会   場:天満天神繁昌亭

第21回 学問都市・なにわ
実施日:平成21年11月3日（祝・火）
会   場:大阪大学中之島センター10階
　　　 佐治敬三メモリアルホール

第22回 坂本龍馬と幕末の京都
実施日:平成22年3月20日（土）
会   場:京都教育文化センター

第22回 京阪・文化フォーラム

ハイキング

石坂線文化財号Ⅱ

びわこ号

ダイアログの様子

T OPICS

アートエリアB1が
『メセナアワード2009
文化庁長官賞』を受賞

　中之島線なにわ橋駅地下１階コン
コースの「アートエリアＢ１」での取り組
みが、社団法人企業メセナ協議会が主
催する「メセナアワード２００９ 文化庁
長官賞」を受賞しました。
　「アートエリアＢ１」は、中之島エリア
の文化・芸術・知の創造と交流の場とし
て活用することで、「コミュニケーション
空間としての駅」を提案していくことを
目的とした施設として、現在は、大阪大
学、ＮＰＯ法人ダンスボックスなどと協
力し、カフェトークやダンスパフォーマン
ス、インスタレーション（架設空間芸術）
などさまざまな活動を展開しています。
　今回の受賞においては、これらの取り
組みが、芸術文化振興に高く貢献し、か
つ地域活性や次世代育成にも貢献し
ていると評価されました。

とらやんの大冒険
〜サヴァイヴァル・システム・トレイン〜
水都大阪2009共催 「中之島コミュニケーションカフェ」

京阪・文化フォーラムの開催

　沿線の文化振興のため、京阪・文化フォー
ラムを開催しています。テーマは、その年に
話題となったものや、沿線の活性化につな
がるものを中心にしています。
　平成21年度は3回開催し、ご好評をいた
だきました。

ハイキングの企画・実施

　当社主催のハイキングは、年間約24回
のスケジュールで開催していますが、その
ほかにも駅長主催で計画・実施する「駅長
おすすめハイク」があります。
　この「駅長おすすめハイク」は、沿線イベ
ント担当と協力しながらコースの設定を
行っています。駅長をはじめ駅係員が入
念に下見を行い、危険箇所や見どころ、昼
食場所およびトイレの場所を確認し開催
当日に備えます。
　参加されるお客さまに安全に楽しんで
いただけることを第一に考え、危険と思
われる箇所に係員を配置するなど安全確
保に努めています。

近代化産業遺産（びわこ号）

　びわこ号は昭和９年、天満橋〜浜大津間
（京阪本線－京津線）を７２分で走行する直
通特急として建造され、日本最初の連節
車です。２つの車体が接するところに１台

ステークホルダーダイアログ
の実施

　「 CSR報告書」はさまざまなステークホ
ルダーとのコミュニケーションの1つと考
えていますが、ステークホルダーが当社の
CSR活動をどのように受け止めているか
検証する必要があります。そこで、関西学
院大学の学生の皆さまにご協力いただき、
企業対学生との双方向の意見交換を実施
しました。報告書に対するご意見や当社の
これからのCSR活動につながるご意見を
いただきました。

石坂線文化財号Ⅱの運行

　大津線では、地域社会と連携した活動に
積極的に取り組んでいます。

（財）滋賀県文化財保護協会とタイアップ
して、滋賀県内の歴史や文化財を知って
いただくためのラッピングトレインを平成
21年11月から約半年間運行しました。
　琵琶湖湖底にある遺跡「粟津貝塚」の
解説を車内に掲示することで、お客さまに
滋賀県の文化財に興味を持っていただく
きっかけとなりました。

地域社会とのコミュニケーション

の台車をおいて、これによって両方の車体
を支える仕組みになっています。屋根の上
には二つの集電装置がありますが、京阪
線ではパンタグラフを、京津線ではポール
を使用しました。車体の扉は京阪線の高
床用乗降口、京津線の路面用乗降口など
の工夫を施しています。これらの技術によ
り、日本の産業近代化に貢献したことを認
められ、平成２１年度に経済産業省の「近
代化産業遺産」に認定されました。現在は、
寝屋川車両基地に保存されています。
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社 会 へ の 取り組 み
従業員のために

従業員のために
　当社では、従業員を重要なステークホルダーと位置づけ、
　インセンティブの働く新しい人事制度を確立するとともに、人権の尊重や労働災害の防止にも努めています。

人材育成体制図

※当社社員に毎年、「自己啓発支援総合ガイド」を配布し、自己啓発の促進を図っています。

新入社員
フォローアップ研修

役職等
種別 階層別研修 コース別 研 修

エキスパートコース CJPコース
グループ社員研修 自己啓発支援

※
職能別研修

トップマネジメント研修

新任部長研修

次世代リーダー研修

新任管理職研修

新任係長研修

新任主任研修

新任判定職研修

新入社員研修

グループ経営人材管理職
4・5年目研修

グループ経営人材管理職
2・3年目研修

ビジネス
スクール派遣

KEIHAN
ビジネスセミナー

通信教育講座
京阪グループ

新入社員
基礎研修

通
信
教
育
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務
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修
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３０
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修
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新
任
役
員
研
修

CJP係長
4・5年目研修

CJP判定職
2年目研修

役 　　員

課 　　長

部 　　長

課 長 補 佐

係 　　長

主 　　任

判  定  職

係 　　員

新 入 社 員

人権の尊重・
雇用差別禁止・機会均等

　当社は、すべての人々の人権を尊重する
ことを行動憲章で定め、日常の行動のなか
で実現に努めています。
　入社時や昇進時などに人権研修を実施

（平成20年度は計15回実施）しているほか、
毎年5月の憲法週間と12月の人権週間に
は人権啓発映写会を実施しています。
　採用活動にあたっては、公正採用選考人
権啓発推進員を選任し、職種にかかわらず、
人物本位で公正な選考を実施しています。
　また、社員の処遇に関しても、活力みな
ぎる企業風土を築き上げるために、性別そ
のほかについて区別することなく人事制
度を運用しています。

ハラスメントへの対応

　当社は、行動憲章に「ハラスメント防止」
を定め、従業員への意識づけを行うとともに、
就業規則にセクシャル・ハラスメント防止を
規定しています。また、相談窓口を設置し、
Web電話番号簿により相談窓口の電話番
号を案内し、従業員からの質問や相談を受
け付けています。
　入社時や昇進時などに社内研修を実施し、
セクシャル・ハラスメント防止を啓発してい
ます。今後は人権問題やパワー・ハラスメ
ント防止にも、積極的に取り組んでいます。

人事制度

　賃金制度や昇進制度をはじめとする人
事制度は、社員の“働きかた"に直接関わっ
てくる大変重要な問題であると認識し、
以前より、その時代に適した人事制度の構
築・運用を行ってきました。平成16年には、

人材育成・教育制度

　当社では、能力主義と企業家育成に重点
をおいて、専門職と総合職に求められる人
材要件に合わせた計画的な人材育成を実
施し、個人の能力と意欲および組織力を高
めることで、企業価値の創出を図っています。
　新入社員から部長に至るまでの階層別
研修、専門職・総合職それぞれのコース別
研修のほか、自己啓発支援として通信教育
と「KEIHANビジネスセミナー」と称する集
合研修を実施しています。
　また、グループ社員研修を実施することに
より、京阪グループの一員である意識の醸成
にも努めています。

障がい者雇用

　当社では、障がい者の雇用促進を企業の
社会的責任を果たすうえで重要な課題と
捉えています。平成21年度の当社での障
がい者雇用率は2.15%であり、法定雇用
率の1.8%を上回っています。鉄道事業に
おいては、安全確保のための資格要件な
どの制約があり、職域が限定される事情が
ありますが、障がい者の職域の拡大につい
て引き続き検討を進めていきます。

働きやすい職場づくり

能力主義の徹底と企業家育成を推進する
ため、エキスパートコース（専門職）とCJP
コース（チャレンジ アンド ジャンプアップ プログ

ラム；総合職）のコース別管理制度を導入し
ました。
　いずれのコースにおいても、学歴や入社
年次といった要素ではなく、能力を重視し
た評価・昇進のシステムをもって、社員一人
ひとりがチャレンジ意欲を高め、能力を十分
に発揮できる人事制度を実現しています。
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社 会 へ の 取り組 み
従業員のために

労働災害

　労働災害（自損）の約9割がヒューマンエラー
による災害です。これらを防止するため、災害
発生原因の徹底調査、同業他社との情報交
換などを行うとともに、不定期の安全衛生巡
視を実施し、安全活動の向上を図っています。

　当社では、従業員に災害や事故がなく、
健康で明るく働くことが安全の確保とお
客さまへのサービス提供の第一歩として、
労働安全衛生に関する基本理念を設け、
全社一丸となって安全が尊重される社風
づくりに取り組むとともに、心と体の健康
を守る取り組みを展開し、安全衛生文化の
定着に努めています。

休暇

　平成21年度の年次有給休暇付与日数
に対する取得率は89.7%と、一般的な取
得率（47.4%:厚生労働省「平成21年就労条

件総合調査」）と比べ、高い水準にあります。
　半日年休制度や計画年休制度を導入し、
取得率の向上に努めているほか、取得しき
れなかった休暇については両親の介護や
子どもの看護、自己研鑽などを目的に取得
できるよう積み立てられる制度を設けるな
ど、従業員の休暇取得に向け、積極的に取
り組んでいます。

リスクアセスメント

　労働災害を減少させるため、労働安全
衛生マネジメントシステムの中核であるリ
スクアセスメントを全社で導入しています。
　安全活動を熟知したベテラン社員の定
年退職などによる安全活動の弱体化を防
ぐためにも、個人の経験や能力のみに依
存するのではなく、危険・有害要因を明確
にして、リスクを低減させる措置を体系的
に実施し、安全水準の向上を図っています。

労働組合との関係

　当社と当社労働組合は、信頼関係のも
と、お互いの立場を尊重しながら、生産性
向上・効率化の推進と労働条件向上に、労
使共同で取り組んでいます。
　安定的な労使関係の維持と、経営の円
滑な運営を期して、労使協議制を確立し、
労使間の意思疎通を図っています。賃金
や臨時給与、労働協約の改定など労働条
件に関する重要事項については、経営協
議会を開催し、真摯に協議を行っています。
　また、それ以外の事項についても、労使
懇談会を定期的に開催することで意見の
交換を行い、労使の共通認識の形成に努
めています。

労働安全衛生の基本理念

● 安全関係
①管理・監督者は、誰ひとりケガをさせない
　という信念をもって、設備の安全確保と
　安全活動の充実を図るとともに教育・指
　導にあたる。
②すべての社員は、決められたことを徹底
　して守るとともに、危険を予知すること
　により、不安全な状態と不安全な行動の
　排除に努める。

● 衛生関係
①社員の心身にわたる健康の保持増進
　を図り、健康への自覚を促す。
②傷病休業率の減少（平成22年度目標値

　 0.5%）に努める。（平成21年度実績0.58%）

休暇取得率

発生件数

取得率

年 度 H19

89.7%

H20 H21

89.6% 89.7%

T OPICS

ワーク・ライフ・
バランスへの取り組み

　働きながら育児や介護を行う従業
員をサポートする育児・介護休職制度
や育児・介護短時間勤務制度を導入し、
男女問わず利用されています。
　また、仕事と子育てを両立できるよう、
働きやすい環境づくりに努めています。
平成20年度には、次世代育成支援対
策に取り組む企業として、厚生労働省
の次世代認証マーク（愛称「くるみん」）
を取得しました。

AEDの設置

　AED（自動体外式除細動器）を事業所内の
主要施設11ヵ所に設置しています。
　これに伴い衛生管理者（有資格者）による
「普通救命講習会」を定期的に開催し、従
業員の救命技能の向上を図っています。

普通救命講習会

ストレス・マネジメント啓発ツール暴力防止啓発ポスター（制作：（社）日本民営鉄道協会）

安全衛生に関する取り組み

　しかし、近年は酩酊旅客による暴力行為
（第3者行為）災害が増加傾向にあるため、
これらの災害防止対策として、ポスターに
よる啓蒙活動や主要駅への警備員配置な
どを行っています。

健康管理のサポート

　従業員の心身にわたる健康の保持増進

を図るため、産業医や産業保健スタッフが
中心となって、定期健康診断後の健康指導
や衛生講習会の開催などのほかに、長時間
労働者への健康管理、メンタルヘルスへの
取り組みを行っています。
　特に心の健康問題は、早期発見が重要な
鍵となるため、管理監督者などを対象に「傾
聴法」や「職場復帰時の対応」などの研修会、
全従業員に対しては、セルフケア研修会を
定期的に開催するとともに、社内には相談

窓口「“ほっと”」の設置
や第三者機関の相談窓
口（3施設）を利用できる
体制を整えています。

くるみん
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当社は、平成14年12月に京阪グループ環境理念を制定し、
環境経営を推進しています。
平成19年には、環境方針の重点実施項目に
「公共交通利用促進」を加えました。
環境負荷の低い鉄道の利用を社会に対して発信していきます。

環境への取り組み

Environ-
m
enty

▲新淀駅（下り線）

▲萱島駅のホーム中央にそびえ立つ推定樹齢700年のクスノキ

▲省エネルギー車両3000系

環境管理責任者
執行役員

末近 義治

環境管理責任者ごあいさつ
　当社では、平成１４年１２月に制定しました京阪グループの環境理念をもとに、環境の保全や資源の保護
に配慮した、自然環境にやさしい企業運営に取り組んでおります。また、平成１５年６月に制定しました環境
方針の重点実施項目の「鉄道電力の削減」につきましては、鉄道電力が当社の最大の環境負荷であるこ
とを認識し、さまざまな電力消費量削減のための取り組みを行ってまいりました。平成２０年１０月の中之島
線開業に伴い営業路線が増加しましたが、平成２１年度は目標の「運転用電力原単位の平成１９年度比２％
削減」を達成することができ、結果として４．６４％の削減となりました。
　なお、同じく環境方針の重点実施項目である「公共交通利用促進」につきましては、鉄道など公共交通
機関を利用していただくことがCO2の削減となり、地球温暖化抑止のために有効であることをPRし、マイカー
利用の方を鉄道利用に導くように努めております。また、パーク＆ライド、サイクル＆ライドへの取り組みを継
続して行っており、ご利用されるお客さまは年々増加しております。これからも、公共交通機関の利用をステー
クホルダーの皆さまにお願いするとともに、継続して環境経営の推進に努め、持続可能な社会の構築に
貢献していきたいと考えております。
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環 境 へ の 取り組 み

環境理念
京阪グループは、「地球環境の保全は人類共通の重要課題の一つである」
との認識のもと、環境の保全や資源の保護に配慮し、自然環境にやさしい企
業運営を目指すことで、持続的に発展できる社会の実現に貢献します。

環境方針
京阪電気鉄道は、京阪グループの環境理念に基づき、鉄道事業を基幹とした様々な事業活動から生じる環境への
影響に配慮し対応していくことを社会的責務と認識し、次の通り「環境方針」を定めます。

１. 意識の向上 　   私たちは、環境への影響を常に考えながら業務に取り組み、環境問題に対する意識の向上を図ります。

２. 法規の遵守 　   私たちは、環境に関する法規制や当社が受け入れを決めた要求事項を遵守します。

３. 目的や目標の設定と継続的な改善
　　　　　　　　 私たちは、環境にやさしい事業運営につながる目的や目標を設定し、それらを達成するために仕事の進め方を
　　　　　　　　 見直しながら、継続的な改善を推し進めます。

４. 環境負荷の低減や環境汚染の予防
　　　　　　　　 私たちは、限りある資源を有効に利用し、省資源・省エネルギーの推進や廃棄物の削減などを図ることにより、
　　　　　　　　 環境負荷の低減や環境汚染の予防に努めます。

５. 重点実施項目    私たちは、当社の事業活動による環境面での影響の特性を考慮し、次の項目について重点的に取り組みます。
　　　　　　　　 （1） 鉄道騒音・振動の低減   （2） 鉄道電力の削減   （3） 環境配慮設計の推進    （4） 公共交通利用促進

６. 地域社会への貢献
　　　　　　　　 私たちは、企業市民であるという自覚を持ち、環境に配慮した日常の行動を通じて地域社会に貢献します。

※この環境方針は、全従業員に周知させる
　とともに、社外にも公開します。

　平成14年12月に京阪グループ環境理
念を制定し、グループ全体で環境改善や
環境法令の遵守を推進しています。

　当社では、京阪グループの環境理念に
基づき、鉄道事業を基幹としたさまざまな
事業活動から生じる環境への影響に配慮・
対応していくことを社会的責務と認識し、
平成15年より環境方針を定めています。

　特に重点実施項目として右の4つを掲げ、
事業活動に取り組んでいます。

　京阪グループの「環境理念」と当社の
「環境方針」を記載した携帯用の「eco
カード」を全社員に配布し、環境理念・方
針の浸透を図っています。また、「私の
取組み」欄に個々の目標を記入すること ecoカード

環境理念

環境方針

環境理念・環境方針の浸透

で、環境保全への意識をより一層高めて
います。

① 鉄道騒音・振動の低減   
② 鉄道電力の削減
③ 環境配慮設計の推進   
④ 公共交通利用促進
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ISO14001に基づく運用

　当社は平成16年3月に会社全体で「ISO
14001」を認証取得しました。当社の環境
マネジメントシステム(京阪EMS)は、ISO
14001の要求事項に適合した環境管理
規程で定められており、社長のもとに環境
管理責任者を設置し、各部門長から構成
される環境会議を開催することで全体の
統括を行っています。
　また、環境管理責任者は、複数の部門で
横断的に取り組むべき事項についてはプ
ロジェクトを設置し、環境負荷低減の取り
組みを推進しています。

環境マネジメント専門委員会

　京阪グループでは、平成17年に「環境
マネジメント専門委員会」を設置し、グルー
プ全体の環境経営を推進しています。委
員会では各社の環境マネジメントシステ
ム構築のフォローアップ、各社の情報の共
有化や各社の取り組み状況の評価を行い、
改善に努めています。

環境監査

　毎年9月から10月にかけて監査室主導
のもと、各部門で選ばれた内部監査員が相
互に内部環境監査を実施しています。平成
21年度は17名の内部監査員を養成しま

環境教育

　当社の環境マネジメントを運用する上で
必要な教育訓練を管理する「教育訓練実施
項目一覧表」を作成し、環境教育を実施して
います。
　実施項目の一例として環境法規制に関
する知識の習得や京阪EMSの概要、当社
の環境に関する取り組み内容などを訓練
しています。

環 境 へ の 取り組 み

環境マネジメントシステム構築の推進

　京阪グループ各社においては、ISO14001
やKESなどの環境マネジメントシステムの
認証取得を推進するほか、京阪グループ独自
の環境マネジメントシステム(準拠タイプ・基本
タイプ・簡易タイプ)を定め、各社の事業内容

PDCAの実行

運用・管理
各部門、

プロジェクト

DO

継続的改善

監視・測定
環境監査

CHECK

是正・予防
措置

ACT

環境目的・
目標の設定
環境会議

PLAN

当社の
環境影響
の評価

京阪グループの環境マネジメント体制図（平成22年7月現在）

環境法規制セミナー
内部監査員養成研修
新入社員への研修

新任管理職・係長への研修

17名

５８名

20名

５６名

エコリーダー研修 ３3名

項　目 受講人数

教育実績表

環境法規制セミナー

委員長（環境管理責任者）

環境マネジメント専門委員会
委員会
事務局

グ
ル
ー
プ

会
社

グ
ル
ー
プ

会
社

グ
ル
ー
プ

会
社

運
輸
事
業
群

統
括
部
門

不
動
産
事
業
群

統
括
部
門

流
通
事
業
群

統
括
部
門

レ
ジ
ャ
ー
・サ
ー
ビ
ス

事
業
群
統
括
部
門

グ
ル
ー
プ

会
社

京阪グループの環境マネジメント体制図

ＩＳＯ１４００１

ＫＥＳ
年月 会社／事業所

平成18年5月 京福電気鉄道(株)
平成 21年1月 京都タワー(株)

(株)京阪百貨店

(株)大阪マーチャンダイズ・マート

年月 会社／事業所
平成12年9月

　　　　 12月

　　　　 9月

ひらかたパーク
平成13年3月
平成１４年６月

平成１7年3月

平成18年12月

　　　　 8月

平成１6年3月

寝屋川車両基地
浜大津アーカス

江若交通(株)

ケーテー自動車工業(株)

(株)琵琶湖ホテル
京阪電気鉄道(株)全社

（全社で認証を受けたのは鉄道業界初めて）

環境マネジメント認証の取得状況

公共交通利用促進プロジェクト

廃業物管理プロジェクト

グリーン購入推進プロジェクト

環境事務局

エコリーダー

プロジェクト

プロジェクトメンバー

環境会議

環 境 管 理 責 任 者 内部監査責任者

社 　　長

※プロジェクト長は、環境管理責任者が選任します。
※ひらかたパークは独自にISO14001を認証取得しています。

鉄道電力削減プロジェクト

列車騒音振動低減プロジェクト

エコオフィス推進プロジェクト

環境配慮設計推進プロジェクト

美化活動推進プロジェクト

環境情報開示プロジェクト

プロジェクト長※

エコ管理者

各部門

部 門 長

環境マネジメント

京阪グループの環境マネジメント

などを勘案して選択・構築し、環境マネジメ
ントシステムの継続的改善に努めています。

した。平成22年3月31日現在において内
部監査経験者は約130名で、自部門での
環境活動に活かしています。

認証取得（外部）

京阪EMS（内部）

認証タイプ

準拠タイプ

基本タイプ

簡易タイプ

ISO14001、KES( 特定非営利活動法人
KES環境機構による)などの環境マネジメン
トシステム要求事項に適合したシステムで、
外部審査機構による審査登録を行います。

ISO14001に準じますが、その一部を省略し
たシステムです。
ISO14001の基本要素を抽出したシステムです。

環境にやさしい改善活動のみを取り組みの対
象とするシステムです。
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環境配慮設計推進

鉄道電力の削減

抜本的な騒音・振動対策工事の実施  ３ヵ所以上

平成21年度の実績について

　当社の最大の環境負荷である鉄道電力
の削減は、さまざまな取り組みの結果、目標
の運転用電力原単位の平成19年度比2％
削減を上回る4.64％の削減を達成する
ことができました。また、公共交通利用促
進については浜大津パーク＆ライドを利用
されるお客さまは年々増加しており、着実
に浸透していると考えています。平成22
年度も目標を達成できるよう努力してい
きます。

環 境 へ の 取り組 み

　当社は、単年度ごとに環境に影響を与える活動、サービスを再点検した上で環境目的・目標を設定し、環境負荷低減の取り組みを行っています。

平成21年度目標と実績

平成22年度目標

対平成19年度比４.６４％削減運転用電力原単位  対平成19年度比２％削減鉄道電力の削減

公共交通利用促進

列車の騒音振動低減

グリーン購入の推進

エコオフィスの推進

エコオフィスの推進

情報開示の推進

美化活動の推進

環境配慮設計推進

列車の騒音振動低減技術検討

公共交通利用促進に関する取り組み検討

および施策実施

CSR報告書2009の発行 ＣＳＲ報告書２００９の発行（平成21年8月）

抜本的な騒音・振動対策工事の実施  ５ヵ所以上
ロングレール化、吸音材の設置など　５ヵ所実施

抜本的な騒音・振動対策工事の実施  ５ヵ所

インターネットによる

文房具類の環境対応品購入率 　8６％以上

チェックシートにおける各採用項目の件数把握

騒音・振動低減技術の検討および試行

電力使用量  対前年度比４.７％削減
　　　　　↓ 中之島新線建設部廃止により目標変更
目標値を２.５％削減に変更

・ 紙使用量  対前年度比０.１％削減

・ 水使用量  対前年度比＋２.２％に抑制

各エリア独自で年２回以上の清掃活動および

行政など主導活動への積極参加

・ 対前年度比２.５％削減

・ 対前年度比＋０.８％増加

・パーク＆ライドの実施

・サイクル＆ライドの実施

・モビリティマネジメントの実施

・ 年２回実施

・ そのほか清掃活動のべ１９回実施

・ 車輪/レール摩擦緩和システムの試験実施

・ 架道橋吸音材設置試験の実施

１,０４６件採用（採用率８６.７％）  

購入率８８.４％

電力使用量  対前年度比３.７％削減

取り組みテーマ 環境目的 平成21年度目標 平成21年度実績 評価

地球温暖化防止

騒音・振動の低減

環境にやさしい物品の購入

資源消費の削減

環境コミュニケーション

研究開発

列車の騒音振動低減

公共交通利用促進

グリーン購入の推進

エコオフィスの推進

情報開示の推進

美化活動の推進

ＣＳＲ報告書２０１０の発行

チェックシートにおける各採用項目の件数把握

各エリア独自で年２回以上の清掃活動および

行政など主導活動への積極参加

紙使用量  対前年度比１.１％削減

水使用量  対前年度比＋０.８％に抑制

取り組みテーマ 環境目的 平成22年度目標

地球温暖化防止

騒音・振動の低減

環境にやさしい物品の購入

資源消費の削減

環境コミュニケーション

研究開発

総合電力原単位  対平成21年度比１％削減

公共交通利用促進に関する取り組み検討

インターネットによる

文房具類の環境対応品購入率  ８６％

目標達成 目標未達成目標達成。さらに環境負荷低減に大きく貢献

環境負荷低減の目標と実績
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環 境 へ の 取り組 み

ＰＣＢ高濃度変圧器
コンデンサ
ＰＣＢ油

2台
57台

900ℓ 　

電力

特定有害
産業廃棄物

特別管理
産業廃棄物

89 t

0.03 t

10 t

206 t

4 t

378 t

0 t

0.03 t

 22 kℓ
(保管）26 台 　   

8.35 t

+ 56.6 %

-

-0.8 %

+271.9 %

-88.9 %

+ 53.7 %

-100.0 %

+ 66.7 %

-

-

+1,987.5 %

金属くず

ゴムくず

ガラスくず

コンクリート
くず

陶磁器くず

がれき類

廃アルカリ

感染性
産業廃棄物

廃ＰＣＢ
(微量ＰＣＢ油
含有機器）

平成21年度
に処理した
廃PCB

廃石綿

　事業活動において電力をはじめとしたエネルギーや資源を消費し、温室効果ガスや廃棄物を排出しています。これらの環境への
負荷を『 インプット(エネルギーや資源の投入量)』と『 アウトプット(二酸化炭素と廃棄物排出量)』の算出により把握し、環境負荷低減
活動につなげています。

プロパン
ガス

0.31 t

2.36 t

0.0 %

+ 868.9 %

廃酸

廃アルカリ

INPUT

事業活動

OUTPUT

※1 GJ（ギガジュール）とは仕事量・エネルギー・熱量の単位J（ジュール）の109倍に相当します。　※2 電力の熱量換算には地球温暖化対策推進法で公表している係数（9.97GJ/千kWh）を使用しています。
※3 電力のCO2排出量換算には地球温暖化対策推進法で公表している係数（0.355t-CO2/千kWh）を使用しています。

一般
廃棄物

都市ガス

産業
廃棄物

重油

灯油

ガソリン

軽油

284,268 千kWh
2,834,151  GJ

2,470 t

338 千m3

15,189  GJ

23 t

7 t

127 t

4 千m3

494  GJ

201 kℓ
7,867  GJ

33 kℓ
1,199  GJ

57 kℓ
1,975  GJ

71 kℓ
2,677  GJ

排出量

+ 0.1%

- 23.7 %

+12.0 %

- 59.5 %

-41.4 %

+18.6 %

- 47.8 %

- 5.8 %

-11.4 %

-11.6 %

- 0.5 %

前年度比

前年度比

エネルギー消費による
CO2換算排出量の割合

電力 98％

その他 2％

汚泥

廃油

廃
プラスチック

水

紙
（A4用紙換算）

アセチレン
ガス

塗料

車両用
洗浄液

487 千m3

10,832 千枚

168 kg

14 t

4 t

使用量

- 1.0 %

-17.5 %

+1.5 %

- 25.1%

+10.1%

前年度比

エネルギー使用量

資源使用量

CO2排出量

廃棄物

合計

847.6 t
前年度比
+45.3%

鉄道事業

レジャー事業

不動産事業

事業活動に伴う環境負荷(マテリアルバランス)

使用量
熱量換算※2

102,656 t-CO2

前年度比 +0.11%

※32,863,552 GJ

前年度比 +0.11%

※1
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環 境 へ の 取り組 み

レジャー（ひらかたパーク）

不動産事業

554,228 

7,329 

19,996 

42,798 

624,351 

投資

　環境会計とは事業活動における環境保全のためのコストと、その活動により得られた効果を認識し、可能な限り定量的に測定
し伝達する仕組みです。当社は、平成16年度より環境会計を導入しており、環境保全活動を評価する手段として活用しています。
平成21年度の環境保全のための投資額は約12億7千万円、費用額は約5億3千万円でした。

　環境負荷の発生を防ぐ取り組みのコストを表しています。

　環境負荷の発生を防ぐ取り組みによる効果を物量単位で表しています。

環境保全コスト

環境保全効果

環境保全対策に伴う経済効果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　環境保全対策を進めた結果、当社収益に貢献した効果を貨幣単位で表しています。

環境効率性指標
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　事業によって創出される経済的な価値
と、事業に伴う環境負荷（影響）の関係を
表しています。

2 上・下流コスト

4 社会活動コスト

3 管理活動コスト

1-（3） 資源循環コスト

ロングレール化、レールの重量化などの線路の改良分岐器の改良、防音車輪化など

事務所緑地管理、法面・壁面緑化、CSR報告書2009作成、環境教育費用など

駅のバリアフリー化、照明機器・表示器の省エネルギー化、パーク＆ライドなど

グリーン購入関係費用など

環境保全団体への寄付金、周辺の清掃活動など

廃棄物の処理・処分蓄電池改良、廃切符のトイレットペーパー化など

分類

事業内容

主な取り組み内容
費用

1 事業エリア内コスト

鉄道事業

その他

合 　　計

合 　　計

1-（1） 公害防止コスト

1-（2） 地球環境保全コスト

（単位：千円）

（単位：千円）

◆ 事業活動に応じた分類

◆ 参考・事業内容別

488,407 

54,427 

1,273,241 

0 

0 

109,895 

464 

797,908 

365,438 

1,273,705 

14,520 

0 

29,865 

18,820 

415,160

532,792

投資
平成20年度 平成21年度

費用
591,053

115,200

3,770,058

0

0

82,156

0

3,675,598 ※

12,304

3,770,058

14,207

390

18,701

88,924

386,929

624,351

投資 費用
441,661 

3,998 

18,029 

69,104 

532,792 

1,142,708 

130,997 

0 

0 

1,273,705  

投資
平成20年度 平成21年度

費用
3,666,483

103,575 

0 

0 

3,770,058 

※大津市パーク＆ライド（京阪浜大津駅から京都東山地区へ鉄道を利用）の効果を推定し計算

事業活動に投入する
資源に関する環境保全効果

事業活動から排出する
環境負荷および
廃棄物に関する環境保全効果

事業活動から産出する財の
サービスに関する環境保全効果

総エネルギー投入量（GJ）

温室効果ガス排出量（t-CO2）

　　　　　　　　　電気（GJ）
　　　　　　　　　その他のエネルギー（GJ）

　　　　　　　　　電気（GJ）
　　　　　　　　　その他のエネルギー（GJ）

水資源投入量（千m3）

廃棄物など総排出量（t）

紙（千枚）

鉄道利用促進（パーク&ライド※）実施に伴う負荷削減量
　　　　　　　　　　　　　 CO2排出削減量（t-CO2）

2,859,957

2,830,814
29,143

102,544

100,796
1,748

102,656

100,915
1,741

112

119
△7

492

3,818 3,315 △503

29.6 38.4 8.8

13,122

487

10,832

△5

△2,290

2,863,552

2,834,151
29,401

3,595

3,337
258

環境保全効果の分類 環境パフォーマンス指標（単位） 平成20年度 平成21年度 増減量（環境保全効果）

（単位：千円）

収 　益

費用節減

効果の内容
廃棄物の
リサイクル

古レール・古レール付属品

ボンドくず・被覆線くず・アルミくず・鉄くず・銅くずなど

古車輪

古金属すり板 　　

古機械器具

古木まくらぎ

廃カード

エネルギー費用の節減

使用済み
製品の
リサイクル

合 　　計

1,6242,074

11,715

16,246

92 

20,439  

平成20年度 平成21年度

7,913

29,628

52

126 295 

24

11 

△ 9,399 

83

12

△ 6,816 

33,241

集計方法 　
●集計期間は平成21年4月1日から平成22年3月31日です。　
●集計範囲は京阪電気鉄道(株)、(株)京阪ビジネスマネジメント、
　(株)京阪ステーションマネジメントです。
●金額は税抜き、千円未満を切り捨てて表示しています。　
●費用額には原価償却費は含んでいません。　
●環境省「環境会計ガイドライン2007」を参考にし、(社)日本民営鉄道
　協会「民鉄事業環境会計ガイドライン2008年度版」に準拠しています。
●開示データについては、算出方法の見直しにより過年度に遡って修正
　しています。

全社-CO2排出量（t-CO2）/売上高（百万円） 1.39

鉄道電力消費量（千kWh）/鉄軌道収入（百万円） 5.08

環境会計

※平成20年度は省エネルギー車両を新造したため投資額が大きくなっています。

内
訳

内
訳

内
訳
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環 境 へ の 取り組 み

回生ブレーキ

　モーターを発電機として使用し、運動エ
ネルギーを電気エネルギーに変換するこ
とでブレーキをかける回生ブレーキを採
用しています。発生した電力は架線に戻さ
れ、走行中のほかの列車が使用することで、
消費電力の削減に大きく貢献します。平成
22年3月31日現在745両中686両が回
生ブレーキ車両となっており、今後の車両
新造時にも導入を進めていきます。

省エネルギー車両の導入

　鉄道電力を削減するために、アルミ合金
を用いた「軽量化車体」、電力を無駄なく
利 用 する「 VVVF（ Variable Voltage 
Variable Frequency）インバータ制御」や

「回生ブレーキ」を取り入れた省エネルギー
車両※の導入を進めています。
　VVVFインバータ制御は、半導体素子
を用 いて電 圧と周波数を変化させなが
ら交流モーターを駆動する方式で、電気
抵抗を使わずにモーターの回転数を効率
よく制御することができます。さらに最新
車両（3000系）では、ブレーキ時に低速ま
で回生ブレーキを使用し、エネルギー消
費を従来の車両（ 当社2200系を想定）

に比べて約30%削減しています。
※VVVF制御車両を含め、回生ブレーキの車両を「省エネル

ギー車両」として記載

鉄道電力の削減

　地球温暖化防止は環境活動の最も大き
な取り組みのひとつであり、CO2排出削
減は当社の大きなテーマです。鉄道は他
の交通機関と比べて、エネルギー効率のよ
い乗り物とされています。しかし、鉄道の運
行には大きな電力が必要であり、この電力を
発電する過程でCO2が発生するため、間接的
にCO2を発生させていることになります。
　この鉄道電力を削減することが、当社に
とって重要な地球温暖化防止の取り組み
と位置づけています。当社の鉄道電力の
推移はグラフの通りとなります。お客さま
の利便性向上のため、路線延伸や運行本
数、走行距離の増加によって電力が増加
しますが、さまざまな取り組みにより省エ
ネルギー化に取り組んでいます。

電力設備の省エネルギー化
（上下線一括き電）

　上り線と下り線のき電線を電気的に接
続することで、回生ブレーキで発生した電気
を加速中の列車に最短で送り、電力消費量
の軽減を図ります。また、架線での電力損
失低減も期待できます。

ホームの行き先表示器 LED信号機

装置のLED化

　電球より消費電力が少なく長寿命であ
るLED（発光ダイオード）を信号や踏切関係
の灯器類や駅の行先表示器などの設備に
使用し、省電力化を図っています。

鉄道電力推移

※総合電力原単位＝運転用電力量（kWh）+付帯電力量（kWh）／車両１両あたりの総走行距離
※運転用電力原単位＝運転用電力量（kWh）／車両１両あたりの総走行距離

付帯電力量
総合電力原単位

運転用電力量
運転用電力原単位

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

3.50

3.25

3.00

2.75

2.50

2.25

2.00
H2　     　　　      H15 　　　　   H16　　　　　H17　　　　　H18　　　　　H19　　　　   H20　　　　   H21

69,749

72,400 72,87872,60373,762 71,706 77,412 81,403

220,929 201,781 198,391 195,786 192,689198,564 204,895 199,759

290,678
270,965 275,543 277,499 270,097 272,638 273,198 274,092

（千kWh）

（年度）

2.872.842.862.85
2.78

3.20

2.86 2.85

2.43

2.04 2.08
2.12 2.09 2.10

2.05 2.00

（kWh/car・km）

回生ブレーキの仕組み

加速時に回生電力を使用する
ブレーキ時に発生した電力を架線に戻す

省エネルギー車両の推移 上下線一括き電方式の仕組み

従来の方式 上り電車が回生電力を
利用する場合はロスが大きい

電力会社からの電力を
変電所で電車用に変成

回生ブレーキで運動エネルギーを
電気エネルギーに

モーターで電気エネルギーを
運動エネルギーに

ブレーキ

下り線

上り線

変電所
加速

上下線一括き電方式 上り電車でも回生電力を
効率的に利用できる

電力会社・変電所からの
電力を減らせる

回生ブレーキで運動エネルギーを
電気エネルギーに

モーターで電気エネルギーを
運動エネルギーに

ブレーキ

下り線

上り線

変電所
加速

接続

地球温暖化防止の取り組み(鉄道電力の削減)

従来車
（発電ブレーキ車、空制車）

回生ブレーキ車
（VVVF車を除く）

VVVF車

507

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
車
両

S58　S63　  H5　 H10　H15　H20   H21

800

600

400

200

0

（両）
762

141

498

123

745

103

135

762

64

503

195

（年度）

689

196

465
224

390

629

304

322

614

59

491

195

745
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環 境 へ の 取り組 み

他社線との連携強化

　京都は年間約5,000万人もの観光客が
訪れる国際観光都市であり、なかでも紅葉
シーズンは観光客数がピークとなり、近年で
は、自家用車に加え、JR京都駅から発着する
バスやタクシーなどによる交通渋滞と排気
ガスによる環境問題が深刻化しています。
　そこで、当社は西日本旅客鉄道(株)と協
同し、駅の表示やパンフレットなどにお互い
の路線表記を充実させ、東福寺駅を経由し
た鉄道の乗り継ぎ【（JR）京都駅⇒（JR・京阪）
東福寺駅⇒（京阪）七条・清水五条・祇園四条】
をPRし、交通渋滞のない鉄道の利用を促進
することで、環境負荷軽減に努めています。

モビリティマネジメント

　当社では、沿線自治体との連携を深め沿
線の環境への取り組みに協力しています。
平成17年度からは宇治地域で実施して
いる「 かしこいクルマの使い方を考える
プロジェクト 宇治」に、京都府、宇治市、地
元企業、交通事業者のほか、NPO法人京
都地球温暖化防止府民会議も参画し、宇治
地域通勤交通社会実験を推進しています。
　この実験では、宇治地域に勤務するマイ
カー通 勤者向けに「通 勤マップ」を作成、

鉄道の環境優位性

　鉄道は環境にやさしい交通手段と言わ
れており、人一人運ぶためのCO2 排出量は
マイカーの9分の1とされています。
　当社では環境方針の重点実施項目に「公
共交通利用促進」を掲げており、鉄道の環
境優位性をPRし、マイカー利用の方を鉄道
利用に導くことでCO2削減に努めています。

パーク＆ライド

　当社では、京都方面に来訪される観光旅
客のパーク＆ライドを行政機関と協同で取
り組んでいます。とりわけ京都東山地区に
は、年間約1,500万人の方が来訪されま
すが、特に秋の行楽シーズンの休日に集中
するため、周辺道路は大渋滞し、バスの遅
延や緊急自動車の通行が困難になるなど
地域交通問題となっています。
　そこで、大津市の浜大津公共駐車場や
沿線の駐車場を掲載したパンフレットを
高速道路PAなどで配布し、マイカー利用
者にパーク＆ライドへの移行を促すことで、
京都市内の渋滞緩和と公共交通利用促
進による環境負荷低減に努めています。

サイクル＆ライド

　市街への自動車の流入を抑制して、電車
の利用を促進するため、関係行政と連携し、
必要に応じた駐輪場の設置や現在問題と
なっている放置自転車対策についての協
議を進めています。
　平成21年度は天満橋駅、なにわ橋駅で
駐輪場を新設しました。

天満橋駅西駐輪場 なにわ橋駅駐輪場

1人を1km運ぶのに排出するCO2の比較（平成19年度）

「運輸・交通と環境2009年版」
（交通エコロジー・モビリティ財団より）

0　　　 100　　　200　　   300　　  400

388

（単位：g-CO2／人キロ）

109航空
168自家用乗用車

営業用乗用車

51バス

19鉄道

地球温暖化防止の取り組み（公共交通の利用促進）

T OPICS

新淀駅の環境対策

　平成21年9月12日に下り線が高架化された新淀
駅では、環境対策として「調光システム」を採用して
います。調光システムは、屋外からの自然光の明るさ
を照度センサーが検知し、それに合わせて照明の照度を
25〜100%の範囲で調整するシステムです。
　新淀駅は、ホーム屋根に膜構造を採用していること
とコンコース階に窓を多く設置していることから自然
光が採り入れやすくなるため、ホームとコンコースの
蛍光灯に本システムを導入しました。
　通常、金属製の屋根材を使用した駅の場合、照明は
常時点灯していますが、本システムの場合、ホーム階の
照明は約半分の点灯時間で済みます。現在工事中の
上り線ホームにも同様の省エネ設備を導入し、環境に
やさしい駅の完成を目指します。

膜構造を採用したホーム屋根

照度センサー

環境負荷低減への自発的な交通行動を促
したほか、乗り心地の改善にも効果があり
ます。なお、現在も通勤マップの改正に協
力しています。

浜大津パーク＆ライド利用者の推移
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10,000
　

8,000
　

6,000
　

　4,000
　

2,000
　
0
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パーク＆ライドパンフレット
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環 境 へ の 取り組 み

防音車輪

　曲線通過時にレールと車輪の摩擦によ
り発生するキシリ音を低減するために、ゴ
ムリングを車輪にはめ込んだ防音車輪を
採用しています。防音車輪は従来の車輪
より15〜20dB程度の騒音低減効果が
あります。
　京阪線・大津線では全車両に採用してい
ます。

防音車輪

CFRP製パンタグラフ

ロングレール

レール削正車

道床突固め作業

マルチプルタイタンパー

増粘着材噴射装置

CFRP製パンタグラフ

　架線とパンタグラフとの摩擦により発
生する騒音を低減するため、CFRP（炭素
繊維強化プラスチック）製の集電舟を採用
しています。従来のアルミ製集電舟に比
べて架線への追従性が高いという特長が
あり、構造の見直しによる相乗効果で音圧
レベルを低下させています。

ロングレール化

　レールには継目があり、継目の上を列車
が通過すると騒音と振動が発生します。こ
れらを防止するため継目を溶接し、継目を
無くすロングレール化を進めています。こ
れにより、騒音・振動低減や乗り心地の改
善にも効果があります。

レール頭頂面の削正

　平成13年より16個の削正砥石を搭
載した保守用車（レール削正車）を導入し、
レール頭頂面傷や凹凸を除去することで、
騒音・振動を低減しています。

道
どうしょうつきがた

床突固め作業

　レールは日々の列車の高速走行により
少しずつ上下左右方向に変状します。この
変状箇所を保守用車（マルチプルタイタン
パー）にてまくらぎ下の砕石をつき固める
ことによって、乗り心地や騒音・振動の改
善を図っています。

増粘着材噴射装置

　雨天時はレール上に水の膜ができるため、
晴天時に比べ、車輪とレール間の摩擦力(粘
着)が小さくなります。この装置は、車輪と
レールの間に極少量の増粘着材（アルミナ）

を噴射することで車輪とレール間の摩擦
力を大きくし、車輪の空転や滑走を抑制
する装置です。これにより、騒音や振動の原
因となる車輪損傷の発生を抑制すること
ができます。
　なお、この増粘着材は土壌成分と同種の
物質のため、環境破壊の原因にはなりま
せん。3000系先頭車両に積載しています。

騒音振動低減への取り組み

T OPICS

フラット検出装置

　フラット検出装置は車輪踏面の異常を定
量的、また早期発見するための装置です。平成
13年に寝屋川車両基地横に設置し、平成15
年より本格的に運用を開始しました。毎日送ら
れてくる各車両の車輪振動加速度データの
中から、基準値を超えたものを抽出し、速やか
に削正手配を行い、乗り心地改善や走行騒音
の低減を図っています。 フラット検出装置
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環 境 へ の 取り組 み

リサイクルの取り組み

● 乗車券のリサイクル
　使用済みの乗車券は、自動改札機や定
期券売場で回収後、パルプと磁気体に分
離され、トイレットペーパーやベンチ、建築
用材として再生されます。再生されたト
イレットペーパーを京阪線全駅と改札内
にトイレがある大津線の7駅のトイレで
使用しています。乗車券の再生紙で製作
した封筒も社内で使用しています。

オフィスでの取り組み

● グリーン購入の推進
　 「グリーン購入基本方針」に基づき、事業
活動を行うための製品購入においては、
環境への負荷ができるだけ小さいもの
を優先的に購入しています。
　現在、「文房具類環境対応品の数値目標
による購 入」、「名刺・封筒・帳票類の再生
紙製品の購入」、「コピー用紙の再生紙製
品の購入」、「ペットボトルの再生ポリエス
テル繊維を使用した作業服の購入」 を
推進しています。

● エコオフィスの推進
　当社では環境に配慮したオフィスの実
現を目指し、本社事務所などの各オフィス
においては、ミスコピーの再利用や両面
コピーの利用促進などによる用紙削減や、
水使用量の削減などに取り組んでいます。
また、クールビズ・ウォームビズも実施して
います。

● ウッディペット
　ペットボトルを100%利用した再生品
で自然木を再現し、耐久性に優れメンテナ
ンスも容易です。現在、大津線では浜大津
駅コンコース、京阪石山駅ホーム、皇子山
駅ホームのゴミ箱に使用しています。なお、
ベンチにも同様の製品を使用しています。

● 軌道緑化シート
　特殊なネットと不織布に万年草を組み
合わせた軌道緑化シートを敷設しています。
設置・施工が容易で、保線や車両への影響
もありません。緑化によるCO2削減や、夏
の外気温を和らげる効果、レールの伸び
を抑制する効果があります。浜大津駅・京
阪石山駅に設置しています。

大津線での取り組み

● エコタイル
　古タイヤなどの使用済みゴムを有効活
用したタイルです。再々生も可能であり、
環境や人にもやさしい製品です。浜大津
駅、京阪石山駅、皇子山駅、京阪膳所駅で
使用しています。

美化活動

　沿線の美化活動を重要な環境活動と捉
え、「きれいな地域づくり」のため、積極的に
清掃活動を実施しています。

● 鉄道部材のリサイクル
　使用後のレール・車輪・PCまくらぎや、
保守作業で発生したトロリー線や古電球、
古蛍光灯などは、特定リサイクル会社に
委託し、再生処理されています。

● ゴミのリサイクル
　平成20年10月の中之島線開業に合わ
せ、中之島線4駅および淀屋橋〜京橋間
の各駅に新型のゴミ箱を設置しました。
新型は透明で中身が見えるタイプのもの
で、不審物の投入防止や分別回収に役立
てています。
　さらに、平成21年3月には枚方市・樟葉・
淀・中書島・丹波橋の各駅および京都地下
線すべての駅のゴミ箱も同型のものに更
新しました。
　これらのゴミ箱は「新聞・雑誌」、「カン・

再生トイレットペーパー

リサイクルされる使用済みのレール

リサイクルされる使用済みの車輪 

透明タイプのゴミ箱

エコタイル

寝屋川市駅前バスロータリー

京橋駅周辺

ウッディペット

軌道緑化シート

その他の取り組み

びん・ペットボトル」、「その他のゴミ」に
分類し、お客さまにゴミの分別にご協力
いただいています。
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環 境 へ の 取り組 み

電気部　技術課

木村 直樹

ISO14001認証取得

　環境負荷の軽減と運営コストの削減、
企業イメージの向上などを目的に、平成
12年9月22日、遊園地として日本初の

「 ISO14001」認証を取得しました。①
節電、節水、②印刷物管理(紙ゴミの削減と
再資源化)、③廃棄物管理、リサイクルの推
進（空き缶、ペットボトルなど）、④騒音抑制
などに取り組んでおり、電気・水道使用量
の削減、空き缶・ペットボトルのリサイクル

（ 平成21年度実績アルミ缶1,000kg、 ス

チール缶8,520kg、ペットボトル7,460kg）、
騒音トラブルの解消などで効果を出して
います。平成22年4月には環境方針を見
直し、来園者や地域へ環境保全に関する
取り組みを発信していくことにしました。

CO2削減/ライトダウンキャン
ペーン2009に参加

　環境省の呼びかけに応じ、枚方市地球
温暖化対策協議会の会員として、「CO2削
減/ライトダウンキャンペーン」に参画しま
した。平成21年6月21日は「ブラックイ
ルミネーション2009」、7月7日には「 七
夕ライトダウン」として、夜間点灯している
観覧車「スカイウォーカー」を17時30分
から20時まで消灯しました。

夏のイルミネーションにおいて
床発電を採用

　平成21年度夏シーズンのイルミネー
ション「 SUMMER NIGHT FANTASIA
〜人魚姫〜」において、関西のイルミネー
ションイベントで初めて、クリーンエネル
ギーとして話題の「発電床®」を体験でき
るコーナーを設置しました。「発電床®」を
踏む振動エネルギーで発電し、目の前の
イルミネーションを点灯させることができ
る、参加型イルミネーションTMでイベント
において環境問題への取り組みをアピー
ルしました。

ひらかたパークの観覧車

発電床®

ひらかたパークでの取り組み

私たちも、環境活動に取り組んでいます

Message

鉄道電力削減プロジェクトに取り組んで６
年経過しましたが、地球温暖化による世界的
な異常気象により、夏期の冷房、冬期の暖房
での使用電力量が大きく増加する場合が
あり、これに対して社員の節電努力だけでは
目立った電力量の削減ができないのが現状
です。しかし、プロジェクトが始まった頃に比べ、
近年では社員一人ひとりが削減意識を持ち、
節電行動が定着しましたので、電力使用量
を大きく削減することは望めませんが地道
な努力を継続することで、地球温暖化対策
に少しでも貢献できると考えています。

Message

廃棄物を分別し資源として再利用するほか、
グリーン購入推進プロジェクトにより再生商
品の購入を促進しています。また廃棄物処
理に関しては事業者の責務として運搬業者、
中間処理業者、最終処分業者と各業者に
出向き、廃棄物が最終的にどのように処理
されているかを確認しています。また、節電、
節水や不要なエネルギーを極力使わないこ
とを職場で呼びかけ、省エネにも積極的に
取り組み、ＣＯ２削減に努力しています。

車両部　車両課
　管理担当

橋本 秀樹

Message

保線課では、列車騒音振動低減対策として、
伸縮継目撤去やロングレール化によるレー
ル継目を撤去することで列車騒音振動の
低減を図るとともに乗り心地向上にも努め
ています。平成２１年度の施工例として、守口
市駅構内の分岐器の一部を関節ポイント
から弾性ポイント化したことが挙げられます。
これにより列車通過時における継目音が
軽減され、かつ保守軽減にも寄与しています。
今後も保線課としてはお客さま目線で、さら
なる環境への取り組みを行っていきたいと
思っております。

工務部　保線課
　設計担当

板井 克徳

52 KEIHAN  Corporate Social Responsibility  Report 2010



　同社では、省エネルギー、省資源、廃棄物の削減に向けての取り

組みはもちろん、環境改善に向けての環境に配慮した商品の販売

や簡易包装など省資源の推進、環境に関する情報をお客さまに提

供することで環境活動の啓蒙を行なっています。

　具体的には、守口店において発泡スチロールの減容およびインゴッ

ト化による輸送に係る環境負荷の低減および廃プラスチックの分

別による再資源化により、廃棄物の最終処分量削減を図りました。

また、食品売場や手洗いなどへの節水機の設置により水道使用量

の削減を図りました。そのほか、地球温暖化防止が求められるなか、

CO2排出量の削減に向けた館内空調温度の緩和などの省エネ活

動も推進しており、さらに設備と運用の両面から総合的な対策を

検討しつつあります。本来の業務に関係するものでは、環境に配慮

した商品を環境適合品として社内基準に従って認定し、そのアピー

ルポイントを表示して販売しています。

　今後は徐々に表示が進むカーボンフットプリント商品も含め、お

客さまに環境情報を提供することも百貨店の本来の業務に関連す

る環境活動として捉えて活動しています。そのほか、スマートラッピ

ング(お客さまの用途に合った包装の提案)の推進や、食品売場にお

ける地産地消の取り組みや食育に関する情報も定期的に発信して

います。

発泡スチロール減容機 ※発泡スチロールを破砕し、電気ヒーターで 軟化脱泡することで
　数十分の一に減容します

建築中の「すみのどう店」
（2010年10月上旬開店予定）

鬼パン

たわわちゃん

消灯前 消灯後

雛パン

グ ループ 会 社 に お け る取り組 み

京都タワー（株）

（株）京阪百貨店

　また、平成22年秋に開店予定の「すみのどう店」につきましても、

外気導入型冷房システムなどの省エネ型空調設備の採用や省エ

ネタイプの冷蔵機器の設置、LED照明を積極的に採用するなど環

境配慮型の建物としています。開店後は既存店同様に環境活動を

推進いたします。そのほか、食品売場における集中レジ化によるレ

ジ袋使用量の削減や、できる範囲でトレー販売から袋販売などに

変更することで廃棄物の更なる削減を計画しています。また、守口

店同様に発泡スチロール減容機も設置いたします。

　JR京都駅前の京都タワー内の諸施設や京都タワーホテルなど

を経営する同社では、児童福祉施設の子どもたちを毎年末に京都

タワーへ招待しています。これは、「下京の一主婦」と称される方

が匿名で「恵まれない子どもたちにタワー展望を楽しませてあげ

てほしい。」と同社に愛の寄金を託されたことが契機となって昭和

40年から開催し、平成21年12月には46回目の開催となりました。

また、京都タワーマスコットキャラクター「たわわちゃん」が児童福

祉施設を訪問して「鬼パン」や「雛パン」をプレゼントする取り組み

も行っています。

　環境への取り組みでは、同社は平成21年1月にKES環境機構

の認証を受け、環境負荷の低減に向け環境活動に取り組んでおり

ます。その一環として脱温暖化行動キャンペーンを展開している

京都府、京都市等の地球温暖化の防止に関する取り組みに賛同し、

その取り組みのひとつで毎月16日に実施される「京都統一ライト

ダウン」に参加しています。このほか、平成21年7月7日「七夕ライ

トダウン」、平成22年2月1日「4都市連携ライトダウン」、3月27日

「Earth Hour アースアワー」のライトダウン活動にも参加しました。

なお、マスコットキャラクター「たわわちゃん」は環境活動でも活躍し

ており、平成21年5月3日に(財)京都市都市緑化協会から初代の「緑

の大使」に任命されました。「たわわちゃん」は都市緑化に関するさ

まざまなイベントの開催を通して、都市緑化の普及・啓発活動に取

り組み、子どもたちの未来にとって、住みやすい「緑の京都」にする

ためのさまざまな活動に参加しています。

　さらに同社は、平成10年2月から「京都駅周辺を美しくする会」

の京都駅周辺の環境美化、清掃活動に賛同し発足当初より毎月2

回、清掃活動を実施しています。同社から12年間で約480名がこ

の活動に参加しています。

発泡スチロール投入口

約120×500×30mm
減容発泡排出口 減容された発泡スチロール
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第三者意見を受けて

　今回の報告書も、一昨年、昨年に引き続き環境管理
会 計 研 究 所から第 三 者 意 見をいただきました。
　安 全 へ の 取り組 みについては、2009 年 度 の 国
土交通省の運輸安全マネジメント評価と同様に第
三者意見でも高い評価をいただきました。今後もお
客さまに安心して鉄道をご利用いただくために安全
確保に取り組んでまいります。昨年度は効率的に省
エネ車両を活用したり、鉄道電力削減のためのさま
ざまな取り組みの結果、運転用電 力原 単 位での目
標を達 成することができました。

　また、寝屋川車両工場や駅などの当社鉄道部門で
の取り組みは勿 論、ひらかたパーク、京 福 電 鉄、京
都タワーをはじめ、グループを挙げて社会貢献活動
に積極的に取り組んでおります。
　今後とも、外部の方からのご意見を参考にして、
ＣＳＲ活動を充実し、ステークホルダーの皆さまの信頼
を得られるよう努めてまいります。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 平成22（2010）年 7月

社長インタビュー 鉄道事業部研修所
（現：鉄道営業部研修課）でのヒアリング

安全統括管理者インタビュー 寝屋川車両工場の視察

第 三 者 意 見

55KEIHAN  Corporate Social Responsibility  Report 2010




	CSR報告書2010
	京阪グループのブランド価値向上を目指して
	編集方針／CONTENTS
	京阪電気鉄道(株)会社概要／京阪電車沿線案内図
	京阪電気鉄道(株)会社概要／京阪電車沿線案内図
	トップコミットメント
	特集
	京阪グループのCSR
	京阪グループのCSRへの考え方／京阪グループの経営理念体系／経営理念／経営姿勢
	経営ビジョン「“選ばれる京阪”への用船」／行動憲章
	経営理念の浸透／京阪電鉄とステークホルダー
	コーポレートガバナンスとCSR推進体制

	安全への取り組み［安全報告書］
	安全基本方針／安全管理体制
	安全重点施策／安全投資
	安全管理方法
	事故等の発生状況
	社員教育・人材育成
	技術の継承
	安全対策：運行管理
	安全対策：車両
	安全対策：駅／安全対策：併用軌道
	安全対策：踏切
	安全対策：その他／自然災害対策
	訓練
	京阪電鉄からのお願い／安全への取り組み［安全報告書］へのご意見など

	社会への取り組み
	お客さま満足のために
	お客さまの声に応えて
	よりよい鉄道を目指して
	バリアフリー化の取り組み
	快適・安心を目指して／お客さまとのコミニュケーション

	株主・投資家のために
	情報開示とコミュニケーション／株主優待制度／株主総会／インサイダー取引の防止

	地域社会のために
	明日を担う世代のために
	地域社会とのコミュニケーション

	従業員のために
	働きやすい職場づくり
	安全衛生に関する取り組み


	環境への取り組み
	環境理念／環境方針／環境理念・環境方針の浸透
	環境マネジメント／京阪グループの環境マネジメント
	環境負荷低減の目標と実績
	事業活動に伴う環境負荷(マテリアルバランス)
	環境会計
	地球温暖化防止の取り組み(鉄道電力の削減)
	地球温暖化防止の取り組み(公共交通の利用促進）
	騒音振動低減への取り組み
	その他の取り組み
	ひらかたパークでの取り組み

	グループ会社における取り組み
	第三者意見



